
４００

年月日 政治・社会・海外情勢 経済政策
１９８９年
１２月

６ EC委員会
９２年までに日本車輸入の国別規制枠撤廃の基
本方針を決定．

１ 自民党
消費税の見直しに関する基本方針を決定（食
料品小売り非課税（生産・卸段階で１．５％），
家賃・教育・出産費なども非課税，福祉目的
を表明）．

１３ 中山太郎外相
ポーランド，ハンガリー支援２４ヵ国閣僚級会
議に出席（ベルギー・ブリュッセル）．日本
も援助に積極的に参加を表明．

１１ 参議院本会議
野党４党提出の消費税廃止関連９法案可決
（１２月１６日衆議院，審議未了で廃案）．

１８ EC，ソ連
初の経済貿易協力協定（１０年）に調印．

１６ 日本銀行
日銀券発行限度（３２兆６０００億円→３５兆９０００億
円）．

１９ 公職選挙法改正法
公布（選挙区における政治家の寄付的行為を
規制）．

１７ 三重野康
第２６代日銀総裁に就任．

２５ 第１１７通常国会
召集（９０年１月２４日閉会（衆議院，解散））．

１９ 橋本龍太郎蔵相
読売新聞の日銀の利上げに関するスクープ報
道に不快感を示し，「白紙撤回させる」と発
言．日銀，利上げを否定．

２１ 政府
緊急具体策１０項目を決定．

２２ 政府
９０年度の経済見通しと経済運営の基本的態
度 閣議了解 名目５．２％ 実質４．０％．

２５ 日本銀行
公定歩合引き上げ（３．７５％→４．２５％）．

２９ 政府
９０年度予算概算閣議決定一般会計 ６６兆２３６８
億円財投計画 ３４兆５７２４億円（同７．１％増）．

１９９０年
（平成２年）
１月

１ フランス
為替管理を全廃．

１０ 日本銀行
割引短期国債買いオペを実施．

５ EC
EMS通貨中，伊・リラの切り下げ（対ECU
３．０１％）を決定（伊のEMS内におけるナロ
ワーバンド移行によるもの）．

１１ 大蔵省
特定海外債権引当勘定（累積債務国向け債権
の有税引当勘定）の繰り入れ上限撤廃を決定
（３月期決算から適用）．

１５ 安倍晋太郎自民党訪ソ代表団団長，ゴルバ
チョフソ連最高会議議長
会談（モスクワ），関係改善・経済支援で一
致．

１１ 大蔵省
金融機関の発行する転換社債の資金使途制限
の撤廃を通達．

１８ 本島等長崎市長
市役所玄関前で銃撃され重傷（長崎県警，右
翼団体員を逮捕）．

１７ 通産省
対米乗用車輸出自主規制（年間２３０万台）の
継続を決定．

２２ 国会
再開（１月２４日衆議院，異例の冒頭解散．社
会党など４野党党首会談，連合政権協議の継
続を確認．８９年度第１次補正予算，審議未
了）．

３１ 大蔵省
国内CPの発行ルール見直しを発表．発行的
確企業の拡大および発行適格基準の格付け基
準への一本化，証券会社の発行解禁等，２月
１５日から実施．



４０１経済年表

金融・証券，不動産・建築 産業
１４ 土地基本法

可決・成立，１２月２２日公布・施行．

１９ 自民党税制調査会
東京２３区市街化区域内農地への宅地並み課税など
を盛り込んだ９０年度税制改正大綱を決定．

２１ 土地対策関係閣僚会議
「今後の土地対策重点実施方針」を発表．

２２ 国土利用計画法一部改正法
（監視区域内の土地の投機的取引の抑制等）成
立．９０年３月２０日施行．

２２ 前払式証票の規制等に関する法律（いわゆる「プ
リペイド・カード法」）
公布．

２６ 大蔵省
特別金銭信託，ファンドトラストの処理をめぐ
り，営業特金廃止などを盛り込んだ「角谷通達」
を指示．

２６ 大蔵省
大和証券に業務改善命令 法人顧客の株式売買損
失を関係会社を利用して簿外処理したことに基づ
く．

２９ 日経平均株価
東証大納会で３万８９１５．８７円の史上最高値．

１ 郵便貯金預入限度額引き上げ（５００万円→７００万
円）．

１０ 新日本製鉄
２億５０００万株の時価発行増資，１０００億円の国内ワ
ラント債の発行を決定（共に史上最大規模）．

１６ 日経平均株価
続落（債権，円，株式のいわゆる「トリプル安」
が発生）．

２２ 郵便貯金金利引き上げ（定期貯金１年もの４．３２％
→４．７５％）．

２２ 事務次官
「土地基本法の制定を踏まえた土地対策のより一
層の推進について」各省庁事務次官等あて要請．

２２ 日本銀行
臨時金利調整法に基づく預貯金金利の最高限度を
引き上げ（４．５７％→５．０％，ガイドライン変
更，１年定期預金４．３２％→４．７５％）．

２３ 第１回首都機能移転問題に関する懇談会
開催．

２６ 国土利用計画法施行令の一部改正政令
公布（９０年３月２０日施行）（政令第６号）（監視区
域に関する都道府県知事の勧告に関する特例の制
定規定に関する政令事項）．



４０２

年月日 政治・社会・海外情勢 経済政策
１９９０年
１月

２月 １８ 第３９回総選挙
自民２７５，社会１３６，公明４５，共産１６，民社
１４，社民連４，進歩１．自民党，安定多数確
保．大久保直彦公明党副委員長・松本善明共
産党衆院議員団長，落選．

２２ 第３回日米構造協議
開催（米国側，大店法の廃止などに関する日
本側の対応につき不満を表明）．

２１ 自民党
幹事長に小沢一郎，総務会長に西岡武夫，政
調会長に加藤六月を決定．

２７ 第１１８特別国会
召集（６月２６日閉会），内閣総理大臣に海部
俊樹を指名．

２８ 第２次海部俊樹内閣
発足（橋本龍太郎蔵相は留任．通産相に武藤
嘉文，経企庁長官に相沢英之）．

３月 ５ ベルギー，ルクセンブルク
二重為替相場制度を廃止．

１ 大蔵省
証券会社の自己資本規制に関して通達．リス
ク算定方式・警戒水準の設定等．

１０ イタリア共産党臨時大会（オケット書記長）
進歩勢力を結集する新党結成を呼びかけたオ
ケット書記長案を採択（イタリア共産党７０年
の歴史に幕）．

１ 財政制度審議会（鈴木永二会長（日経連会長））
報告書「特例公債依存体質脱却後の中期的財
政運営の在り方」を橋本龍太郎蔵相に提出（国
債依存度を９５年までに５％未満に引き下げ等
を提言）．

１５ ゴルバチョフソ連最高会議議長
ソ連初代大統領に就任．

２ 電気通信審議会（豊田英二会長（トヨタ自動
車会長））
NTTのあり方に関し最終答申を提出（３月
３０日同社の見直し問題は５年間凍結となる）．

１８ 東ドイツ
総選挙．保守派のドイツ連合圧勝．４月１２日
デメジエール首相就任．

２ 海部俊樹首相，ブッシュ米大統領
日米首脳会談（～３月３日，パームスプリン
グス）（３月３日ブッシュ米大統領，日米構
造問題協議の進展のため海部俊樹首相に政治
決断を要請）．

１４ 法制審議会（鈴木竹雄部会長（東大名誉教授））
商法等の一部を改正する法律に関し答申（株
式会社の最低資本金制度導入，商業登記所に
おける財務内容開示，優先株・社債等の発行
限度等の法定化ないし改正）．

２０ 日本銀行
公定歩合引き上げ（４．２５％→５．２５％）．プラ
ザ合意前の水準に．

２２ 大蔵省
金融機関の一般貸付債権の流動化を決定．

２６ ８９年度第２次補正予算
成立．

２６ 参議院本会議
８９年度第２次補正予算案を否決（両院協議会
を経て，衆議院議決で成立）．

４月 ３ 社会党大会
開催（～４月５日）（４月５日土井たか子社
会党委員長，３選．「社会民主主義の選択」を
明記した規約前文改正案などを採択）．

２ 第４回日米構造協議
中間報告作成のための協議（４月２日～４月
５日，ワシントン）．４月６日公表（米国側
は日本の公共投資の促進，大店法の出店規
制，排他的取引慣行等の問題を指摘）．



４０３経済年表

金融・証券，不動産・建築 産業
３０ 東京都
「臨海副都心開発に伴う都有地の管理及び処分に
ついての基本方針」（開発規則）を発表．

３１ 証券業協会
特定金銭信託勘定取引にかかる自主ルールを制
定．営業姿勢の適正化，口座開設基準・運用状況
管理等の社内規則制定を義務付け．

５ 都銀，地銀
CDオンライン提携実施．

１１ 任天堂
人気ファミコンソフト「ドラゴンクエストⅣ」発
売．各地で徹夜の行列（１３０万本の売上げ）．

８ 三菱地所
英米の不動産会社と共同でロンドンのシティ再開
発に．

１３ 米大手証券持株会社ドレクセル・バーナム・ラン
ベール
倒産．

５ 東京証券取引所
取引所会員権の第３次開放を決定（１１４社→１２４
社）．

６ 三菱グループ（三菱自動車・重工・電機・商事）
西独のダイムラーベンツ・グループとの提携・協
力を発表．

２０ 全国銀行協会連合会
広告規制の緩和を決定（ラジオは全面解禁，テレ
ビは条件付）．

９ 国鉄清算事業団
国労など５組合と団交．１９日までに辞職を申出な
い職員を解雇すると通告．３月１９日国労・全動
労，スト実施．４月１日，１０５１人に解雇通知．

２２ 日経平均株価
３万円を割る（下げ幅１８３６円，史上２位の暴落）．

１０ 京葉線東京～新木場間開通（東京～蘇我間全通）．

２３ 国土庁
９０年１月１日地価公示価格を発表．全国住宅地平
均上昇率１７％，大阪圏５６．１％（地価暴騰のピー
ク）．

２７ 三菱石炭鉱業
北海道南大夕張礦業所（夕張で最後の炭鉱）閉山．

２７ 大蔵省銀行局
不動産向け融資の伸び率を総貸出の伸び率以下に
抑える「土地関連融資の抑制について」（いわゆ
る総量規制）を提示．４月１日 規制開始．

２８ 円安加速，１ドル１５８円台に下落（円・株・債券
のトリプル安）．

２９ 金融制度調査会
「出資法上限金利の本則移行について」「金融機関
の劣後ローン導入について」を発表．

３１ 過疎地域活性化特別措置法
公布（９０年４月１日施行）．

１ 太陽神戸三井銀行
三井銀行と太陽神戸銀行が合併し，太陽神戸三井
銀行が発足．



４０４

年月日 政治・社会・海外情勢 経済政策
１９９０年
４月

７ G７先進７ヵ国蔵相・中央銀行総裁会議
パリにて開催．円安防止へ共同声明．「物
価・為替の安定のための政策協調，赤字国お
よび黒字国の責任等につき合意」．

４ ９０年度暫定予算
成立．

２４ 東西両独首相（西独コール，東独デメジエー
ル）
ボンにて初会談，通貨統合に合意（共通通貨
西独マルク，交換率１対１）．５月１８日東西
両独，通貨・経済・社会保障同盟創設に関す
る条約に調印．７月１日 経済統合実施．

６ 大蔵省
割引短期国債および政府短期証券の応募・売
買単位の引き下げを決定（５０００万円→１０００万
円，４月から実施）．

２６ 選挙制度審議会（小林与三次会長（日本新聞
協会会長））
衆議院に小選挙区比例代表並立制（定数５００
人程度，議席配分小選挙区６対比例区４）の
導入を柱とする答申を決定，海部俊樹首相に
提出．

１８ 臨時行政改革推進審議会（第２次行革審）（大
槻文平会長）
公的規制の実質半減，国民負担率の上昇抑
制，土地活用に私権制限などを最終答申．

２６ 民社党大会
野党連合政権協議，消費税問題の白紙還元を
決定．大内啓伍を委員長に選出．

２７ イタリア
為替管理の撤廃を決定．

２６ 経済審議会（平岩外四会長）（東京電力会長）
構造調整部会中間報告を公表（国際的視点・
消費者重視を強調，対外不均衡・物価・土地
問題等への対処方法を示す）．

２７ 米国通商代表部
スーパー３０１条に基づく優先交渉国の日本へ
の適用見送り（懸案のスーパー・コンピュー
タなどにつき日米間の合意が成立したため）．

５月 ６ G７先進７ヵ国蔵相・中央銀行総裁会議
ワシントンにて開催．日本の円安是正要求を
受け入れる．

１８ ９０年度暫定補正予算
成立．

７ IMF 暫定委員会
開催．東欧の民主化・経済改革を評価，IMF
の５０％増資等合意．

２４ 通産省
大規模小売店舗法（大店法）の運用方法を明
確にして規制を緩和する通達（１月３１日施
行．５月３０日実施）．

１６ GATT 理事会
ソ連のオブザーバー参加を決定．

３１ 外国為替等審議会
部会中間報告「わが国資本輸出をめぐる諸問
題について」を公表．

２９ ロシア共和国人民代議員大会
最高会議議長に急進改革派のエリツィンを選
出．



４０５経済年表

金融・証券，不動産・建築 産業
２ 都市銀行，郵便局
新型小口MMCの最低預入金額を３００万円から
１００万円に引き下げ決定．

２ 郵便貯金金利引き上げ（定期貯金１年もの４．７５％
→５．６３％）．

２ 都市銀行等
銀行振込手数料の引き下げを実施．

２ 日経平均株価
史上２番目の下げ幅を記録（終値２万８００２円）．

２ 日本銀行
臨時金利調整法に基づく預貯金金利の最高限度を
引き上げ（５．０％→５．８８％，ガイドライン変更，１
年定期預金４．７５％→５．６３％）．

３ 国土庁
地価公示 全国住宅地平均１７．０％上昇，３大都市
圏住宅地平均２２．０％上昇．

６ 政府税制調査会
土地税制小委員会設置．

６ 国債の先物オプション取引開始． ８ 経済同友会
企業が本業を忘れ，財テク（不動産・株投機）に
頼るバブル的経営姿勢の危険を警告，消費者重視
の行動を提言．

６ 高松信用金庫
金融界初の一般店舗でのCD日曜稼働（サン
デー・バンキング）を開始．

７ 新取引所税法
公布（先物・オプション取引の課税，従来の取引
税を取引所税に改称等）．

１１ 東京証券取引所
債券先物オプション取引を開始．

１４ 都銀・地銀のオンライン提携
信託・第２地銀にも拡大実施．

１６ 保険審議会
総合部会報告「保険業の役割について」．６月１
日了承．生・損保の相互乗り入れ，周辺金融関連
業務への参入等を提言．

１９ 都銀・地銀・信託・第２地銀
土曜日のCD稼働時間を延長（１４：００～１７：００）．

２１ 日米金融市場ワーキング・グループ
第２回会合開催．日本の預金金利自由化の問題を
中心に協議．日本側 内海大蔵省財務官，米国
側 マルフォード財務次官．

２５ 金融制度調査会・金融制度第１委員会
「協同組織金融機関のあり方について」を公表．

２９ 政府
「北陸地方開発促進計画（第３次）」「中国地方開
発促進計画（第３次）」「四国地方開発促進計画（第
４次）」及び「九州地方開発促進計画（第４次）」
を閣議決定．



４０６

年月日 政治・社会・海外情勢 経済政策
１９９０年
５月

６月 １ 米ソ首脳会談（ブッシュ米大統領，ゴルバ
チョフソ連大統領）
ワシントンにて行われる，６月２日戦略兵器
削減交渉（START）の基本合意文書に署名．
米ソ新通商協定調印（ソ連への最恵国待遇供
与）．

７ ９０年度予算
成立

１０ アルベルト・フジモリ（日系２世）
ペルー大統領決選投票で当選．７月２日海部
首相と会談，日本の経済援助拡大を要請．

１９ 大蔵省
８９年度税収入減のため赤字国債２０８５億円分の
発行を決定．

２０ 第２回モントリオール議定書締結国会議
ロンドンにて開催．６月２９日オゾン層破壊防
止のためフロンを００年に全廃，途上国への援
助基金創設など改正案を採択．

２２ 公正取引委員会
流通・取引慣行等と競争政策に関する検討委
員会の検討結果を発表（取引慣行ごとのガイ
ドライン作成等を提言）．

２６ 第１１８特別国会
閉会．現行の消費税に関する政府見直し案，
野党廃止案，事実上廃案．税制問題等に関す
る両院合同協議会発足（自民３，社会４，公
明３，共産２，民社２など１７人で構成）（１２
月１４日９１年度予算案での消費税是正の見送り
を確定（食料品の非課税で与野党不一致））．

２６ 経済企画庁
月例経済報告（好景気が４３ヵ月目に入り戦後
２番目の長さを記録と発表）．

２８ 日米両国政府
日米構造協議最終報告を発表（日本側の公共
投資は１０年間で総額４３０兆円，大店法は出店
調整期間の短縮・見直し等で決着）．

２９ 商法の一部を改正する法律
公布（株式会社の最低資本金１０００万円制導入，
発起人の員数制限廃止，優先株の発行手続き
の緩和，利益準備金の積み立て基準の拡充
等）．



４０７経済年表

金融・証券，不動産・建築 産業
２９ 政府
「国土調査事業１０ヵ年計画」を閣議決定．

２９ 金融問題研究会
「１０００万円未満の定期性預金の金利自由化につい
て」を公表．

２９ 企業会計審議会第１部会
「先物・オプション取引等の会計基準に関する意
見書等について」を発表．

１ 全国銀行協会連合会
銀行の広告規制を緩和．個別銀行のラジオCM
開始．

７ 日立製作所
世界で初めて６４Mb-DRAMの試作に成功（７月
日本電気，９月日本 IBM，富士通も）．

８ 短期金融市場研究会
「わが国短期金融市場の現状と課題」について報
告書を公表（有担保コール気配値制のオファー・
ビット制への移行，直接取引きの拡大，資金仲介
業務への新規参入問題，短期の国債市場の拡大等
を提言）．

８ 郵貯に関する調査研究会
中間報告「定期預貯金金利の自由化と郵便貯金」
を発表．

１５ 証券取引審議会
基本問題研究会第１部会の「金融の証券化に対応
した法制の整備等について」および第２部会の「国
際的な資本市場の構築を目指して」を公表．

１５ 改正証券取引法
成立（公開買い付け制度，５％ルール導入など）．

２０ 金融制度調査会・金融制度第１委員会
中間報告「地域金融のあり方について」を公表（地
域金融機関の既存機能の向上，同本体の業務範囲
の緩和を提唱）．

２２ 政府税制調査会・土地税制小委員会
中間報告「土地税制の見直しに当たって」を発表．

２２ 住宅宅地審議会
「経済社会に対応したゆとりある住生活を実現す
るための住宅・宅地政策についての答申」．

２２ 出資法上限金利の本則金利への移行について法律
公布．

２２ 大蔵省
金融機関の劣後特約つき借入金を解禁（劣後の条
件は破産，会社更生に限定，期間５年超等）．

２２ 証券取引法の一部改正法
公布（株券など大量保有の状況に関する開示制度
（５％ルール）の導入等）．

２６ 金融制度調査会・金融制度第２委員会
「新しい金融制度について」の第２次中間報告を
公表（地域金融機関の本体での他業務参入，ホー
ルセール業務についての特例法方式等を新たに織
り込み）．

２７ 商品取引所法の一部改正法
公布（先物取引の範囲拡大，試験上場制の創設，
外国法人に対する会員資格の付与等）．



４０８

年月日 政治・社会・海外情勢 経済政策
１９９０年
６月

７月 １ 東西両ドイツ
通貨統合発足．

５ 産業構造審議会
９０年代政策部会の答申「９０年代の通商産業政
策のあり方」を通産大臣に提出．生産重視の
企業型社会から人間生活重視への転換を答
申．

９ 第１９回共産党大会
開催（～７月１３日）（７月１３日志位和夫を書
記局長に選出）．

７ 海部俊樹首相・ブッシュ米大統領
日米首脳会談（ブッシュ米大統領，日米首脳
会談で日本のコメ市場開放問題解決を要請）．

９ 第１６回先進７ヵ国首脳会議（ヒューストン・
サミット）
米ヒューストンにて開幕．７月１０日ソ連の民
主化，経済改革に協力支援などを宣言に盛り
込む．

１５ 戦後復興期に日本が世界銀行から借り入れた
資金の返済完了（アメリカに次ぐ２位の出資
国となる）．

１９ 東京地検
国際興業株事件で小谷光浩「光進」代表らを
逮捕．

２７ 政府
９１年度予算の概算要求について閣議了解（経
常的経費－１０％，投資的経費０（生活関連重
点枠２０００億円）ほか社会資本整備特別措置法
による事業１兆３０００億円）．

２９ 日本，米，加，豪，ECの第２回農相会議
開催（～７月３１日）（日本のコメ市場開放要
求強まる）．

８月 ２ イラク軍
クウェートに侵攻，全土を制圧．暫定自由政
府樹立を発表．

１ 日本銀行
資金需給実績の公表形式を改正（銀行券増減
ベース→市場の資金化不足ベース方式へ，準
備預金残高の公表も開始）．

２ 国連安全保障理事会
イラクの無条件撤退を決議．８月３日アラブ
連盟，撤兵要求を決議（ヨルダン，リビア，
PLOなど署名せず）．米空母部隊，各基地よ
りペルシア湾に向け移動開始．

７ 経済企画庁
９０年度経済白書，景気は戦後最長のいざなぎ
景気に並ぶ可能性があると明記（相沢英之経
企庁長官が閣議に提出）．

４ ブッシュ米大統領
海部俊樹首相にクウェート侵攻を理由とする
イラク制裁に同調を要請（８月５日政府，石
油の輸入禁止，経済協力凍結などの制裁を決
定．８月１４日ブッシュ米大統領，ペルシア湾
岸諸国への支援を要請（政府，経済支援，「要
員派遣」，在日米軍経費の肩代りなど貢献政
策の検討を開始））．

３０ 日本銀行
公定歩合引き上げ（５．２５％→６．０％）．

５ 政府
対イラク経済制裁措置を決定（石油輸入禁止，
輸出禁止，融資その他資本取引停止，経済協
力の凍結など）．

６ 国連安全保障理事会
イラクに輸出全面禁止など強制的経済制裁を
決議．

７ ブッシュ米大統領
サウジアラビア派兵を決定，多国籍軍結成を
呼びかける．８月８日英国，派兵決定．８月
１０日NATO，派兵を支持．８月１２日米政府，
ペルシア湾海上封鎖を決定．



４０９経済年表

金融・証券，不動産・建築 産業
２８ 大蔵省

各金融機関に対しマネー・ローンダリング防止に
関し通達．

２９ 大和銀行，埼玉銀行
劣後ローン解禁，初導入．

２９ 大都市地域における住宅地等の供給の促進に関す
る特別措置法一部改正法
成立．１１月２０日施行．

２９ 都市計画法及び建築基準法一部改正法
成立．住宅地高度利用地区計画等制度創設，１１月
２０日施行．

１３ 金融制度調査会
「地域金融のあり方について」「新しい金融制度に
ついて」銀行・証券いずれも子会社方式で相互に
業務参入を認めるなどの改革案を決定．

１ 経営懇話会
解散．建設業界の談合中央組織．

１６ 都銀，地銀と信金，信組，農協，労金との間の
CDオンライン提携を実施．

５ 鹿島建設
花岡鉱山事件（４５年６月）につき生存者（指導者
耿諄ら），遺族と補償交渉に応じ謝罪を声明．

２３ 地銀
バンク・カードの国際提携カード（VISA，マス
ター，JCB）の取扱いを開始．

３０ 富士通
英国大手コンピュータ企業 ICL を買収に合意
（２０００億円，株８０％取得）．

２６ 東京国税局
証券会社１４社と旧三井銀行が８７年株価暴落の際に
大口投資家へ損失補てんをしていた事実判明．３１
日１６５億円を交際費・寄付金と認定．

３０ 居住者の海外預金の大幅自由化実施．

１ 德陽相互銀行
普通銀行に転換（德陽シティ銀行と名称変更．大
蔵省認可は７月２３日）．

３０ 電力９社
家庭用電気料に時間帯別料金制の選択導入（夜７
割引，昼１割増）を表明．

１７ 産業金融と企業組織に関する研究会（後藤晃座長
（一橋大教授））
中間報告「わが国におけるM&Aの現状と課題」
をとりまとめる．



４１０

年月日 政治・社会・海外情勢 経済政策
１９９０年
８月

１７ イラク
在留外国人の軍事施設への収容，人質作戦を
声明．

２８ アマコスト米駐日大使
湾岸情勢に対し「日本は経済制裁だけでリス
クを何も負わない」と批判．

２９ 海部俊樹首相
中東支援策を発表．民間航空機による食料・
医薬品等の輸送，１００人規模の医療協力団の
派遣，紛争周辺国への経済援助など（８月３０
日政府，１０億ドルの多国籍軍支援を行うと政
治決断）．

９月 ９ 米ソ首脳会談（ブッシュ米大統領，ゴルバ
チョフソ連大統領）
ヘルシンキにて行われる．対イラク国連制裁
決議完全実施に協力を宣言．

２６ 大蔵省
１０年利付国債の入札割合拡大（４０％→６０％）．

１４ 政府
第２次中東支援策を決定．多国籍軍追加支援
１０億ドル，紛争周辺国エジプト，トルコ，ヨ
ルダンに２０億ドルの経済援助．

２１ 政府
湾岸平和基金の設置を決定．

２８ 東京地裁
「水俣病東京訴訟」（未認定患者，遺族約４００
人）で，初めて和解を勧告．チッソ，熊本県
は受け入れ方針を表明，国は拒否．

１０月 ３ 西ドイツ
東ドイツを吸収してドイツの統一実現．

１ 日本銀行
為替相場等の期（月）末引き直し値産出計数
の公表を開始．

４ 海部俊樹首相，ラマダンイラク副首相
会談（ヨルダン，アンマン）（海部俊樹首相，
クウェートからの撤退・人質解放を強く要
請．ラマダンイラク副首相，外国勢力の介入
を非難）．

１ 大蔵省
株価急落対策として委託保証金代用有価証券
の担保掛目引き下げ，先物・オプション取引
の取引時間短縮等を決定．

８ イギリス
欧州為替相場メカニズム（ERM）に加盟．

１ 橋本龍太郎蔵相
先物・オプションの取引時間短縮など株式相
場てこ入れ策発表．

１２ 第１１９臨時国会
召集（１１月１０日閉会，「中東国会」）．

９ 日本銀行
小口MMCにかかる金利の最高限度の定め
の変更を決定（金額階層を１００万円以上３００万
円未満と３００万円以上に区分）．



４１１経済年表

金融・証券，不動産・建築 産業

７ 全国労働金庫協会
４７労働金庫と上部団体労働金庫連合会を合併，日
本労働金庫設立を提案．

７ 金融の自由化研究会（企画庁 座長 貝塚啓明（東
大教授））
「グローバル化に対応したわが国金融構造のあり
方」を公表．

１７ 郵便貯金金利引き上げ（定期貯金１年もの５．６３％
→６．０８％）．

１７ 日本銀行
臨時金利調整法に基づく預貯金金利の最高限度を
引き上げ（５．８８％→６．３３％，ガイドライン変更，
１年定期預金５．６３％→６．０８％）．

１９ 国土庁
全国基準地価，公表，年間１３．７％増，７７年調査開
始以来最高．

２２ 大蔵省
土地関連融資の総量規制の対象にユーロ円建てイ
ンパクト・ローンを追加．

２７ 大蔵省
金融機関の関連会社の第三者発行型プリペイド・
カードの取り扱いを認める．

２８ 金融制度調査会（委員長 館竜一郎（東大名誉教
授））
金融制度第１委員会と第２委員会を統合し制度問
題専門委員会を設置．

１ 日経平均株価
２万円を割る．８９年１２月２９日の史上最高値３万
８９１５円から９ヵ月で約５０％，時価総額５９０兆円か
ら３１９兆円に減少．

２４ イトーヨーカ堂グループ
世界最大のコンビニエンス・ストア＝チェーン米
サウスランド社の買収成立を発表（４億３０００万ド
ル，２２ヵ国のセブン－イレブンのフランチャイズ
網を傘下に収める）．９１年３月６日買収を完了し
たと発表．

１ 東京金融先物取引所
取引の活性化策として米ドル短期先物および円・
ドル通貨先物について値付会員（マーケット・
メーカー）制を導入．

７ 住友銀行・磯田一郎
住友銀行の磯田会長，元支店長の不正融資仲介事
件で引責辞任表明．

２９ 土地政策審議会
第２回土地政策審議会「土地税制のあり方につい
ての基本答申」を政府税制調査会が答申．地価上
昇を異常な水準と指摘，引き下げ政策を盛り込ん
だ．大型プロジェクトの取引規制区域指定，土地
融資の抑制，土地税制の改革など．



４１２

年月日 政治・社会・海外情勢 経済政策
１９９０年
１０月

１９ ソ連最高会議
「国民経済の安定化と市場経済移行に関する
基本方針」を採択（２年を目標に４段階で移
行）．

９ 武藤嘉文通産相，ベーカー米国務長官
会談（ワシントン）（ベーカー米国務長官，
日本がウルグアイ・ラウンドに提出した農業
保護削減提案に不満を表明，再検討・再提出
を強く要求（武藤嘉文通産相，コメ市場開放
問題で譲歩を表明．外務省・農水省は撤回を
要請））．

２３ 地球環境保全関係閣僚会議
「地球温暖化防止行動計画」を決定．００年の
二酸化炭素（CO２）排出量を９０年レベルの
６％増に抑制．

３０ 政府税制調査会
「土地税制のあり方について（基本答申）」提
出（９２年度新土地保有税の導入，土地保有・
譲渡などへの課税強化，消費税特例措置見直
し（対中小企業））．

３１ 臨時行政改革推進審議会（第３次行革審）
初会合を開き，発足（会長鈴木永二日経連会
長）．（１２月１２日地価の引き下げが最重要課題
とし，新土地保有税の導入，固定資産税の見
直しなどの意見書提出）．

３１ 東京米取引市場
自主流通米取引市場の入札取引開始（３２銘
柄，８万８０００トン．米の卸売価格を入札で決
めるのは戦後はじめて）．

１１月 １ ソ連
商業為替相場を一本化（１ドル＝１．８ルーブ
ル（公定相場１ドル＝０．５５ルーブルの１／
３））．

２ 政府
対中国第３次円借款の第１次分（３６５億円）供
与に関する交換公文に調印．

４ 中曾根康弘元首相ら自民党議員によるイラク
合同訪問団，フセインイラク大統領
会談（人質解放を要請）（１１月７日代表団と
人質ら邦人７４人出国）．

８ ブッシュ米大統領
多国籍軍がイラクに対し攻撃的軍事行動を展
開できるよう１５万人の米軍増派を発表．１１月
２２日 英国防相，１万４０００人の増派を発表．

１７ 中国
人民元レートを切り下げ（９．６％，１ドル＝
４．７２人民元→５．２２人民元）．

１８ 大田昌秀琉球大学名誉教授（革新統一候補）
沖縄県知事選挙で西銘順二の４選を阻み当
選．

１９ NATO，ワルシャワ条約機構の２２ヵ国
欧州通常戦力条約（軍縮）を締結，不戦条約
に調印．

２０ サッチャー英首相（保守党党首）
保守党党首選挙で当選に４票不足．１１月２２
日 首相辞意を表明．１１月２７日第２回投票．
メージャー（蔵相，４７歳）選出，１１月２８日
首相就任．

２９ 国連安全保障理事会（１５ヵ国）
イラクが９１年１月１５日までにクウェートから
撤退しない場合，武力行使を認める決議案を
賛成１２，反対２（キューバ，イエメン）棄権
１（中国）で採択．

１２月 ３ GATT 新多角的貿易交渉（ウルグアイ・ラウ
ンド）最終閣僚会議
ブリュッセルにて開催（～１２月７日）．農業
交渉をめぐる米国とECの対立から中断．

４ 日本銀行
短期金融市場運営の見直しを発表①手形オペ
の対象範囲を公社債や外貨手形を担保とする
手形に拡充．期間１～３ヵ月の手形オペを導
入②ダイレクト・ディーリング，インターバ
ンク預金取引の自由の確認等．



４１３経済年表

金融・証券，不動産・建築 産業

２ 日本銀行
大口定期預金利率の公表を開始（小口MMC上
限金利の基準金利として週１回金曜日に店頭掲
示）．

２６ 松下電器産業
米国の大手娯楽・映画産業MCA社の買収合意を
発表（買収額６１億ドル）．

５ 大蔵省
普通社債，転換社債，新株引受権付き社債の適債
基準および財務制限条項の見直しを実施．

７ 衆参両議院
東京一極集中の排除を促す国会移転決議を採択．

１４ 第一勧銀など都銀１４行
中国への近代化資金２６億円協調融資に調印．１１月
２５日８行など，中国の高速道路建設に８億ドルの
融資決定．

２０ 全国銀行協会連合会（会長 端田泰三（富士銀行
頭取））
土地関連融資のあり方について申合せ．

２１ インターバンク市場
有担保コール取引の仲介に関しオファー・ビッド
制へ移行．

２６ 大蔵省
国内に支店を有しない外国証券会社に対し，本邦
居住者との有価証券の売買および売買取次業務を
解禁．

２７ 国土審議会
第１８回国土審議会地方産業開発特別委員会開催．
国土審議会「２１世紀に向けての新産業都市及び工
業整備特別地域の建設整備と所要の措置につい
て」内閣総理大臣に意見具申．

３ 自民党金融問題調査会（会長 近藤鉄雄）
「土地関連融資の適正化の推進」を公表．

１ ソニー
世界初の家庭用ハイビジョン・テレビ発売（３６イ
ンチ，２３０万円）．



４１４

年月日 政治・社会・海外情勢 経済政策
１９９０年
１２月

９ ポーランドワレサ「連帯」委員長
ポーランド大統領選挙で圧勝．

１０ 日本銀行
日銀券発行限度 ３５兆９０００億円→３９兆４０００億
円．

１０ 第１２０通常国会
召集（９１年５月８日閉会）．

１１ 日本銀行
日銀ネットによる長期国債募集，引受，発行
事務のオンライン処理を開始．

１８ 米国
公定歩合引き下げ（７％→６．５％）．

１１ 相沢経済企画庁長官
閣議後の記者会見で，「高金利が続き，“土地
転がし”ではない設備投資も抑えてしまうの
はよくない．物価についてそれほど神経質に
なる必要は今はない」と述べ，現在の金利水
準が高過ぎると日銀を批判．

１９ 中国
上海証券取引所の取引開始．

１４ たばこ事業等審議会
塩の専売制廃止を決定．

２０ 政府
中期防衛力整備計画（９１～９５年度）を決定．
総額２２兆７５００億円（現計画１８兆４０００億円）．

１７ ９０年度第１次補正予算
成立．

２１ フセインイラク大統領
国連安全保障理事会が決議した撤退期限の１
月１５日までのクウェートからの撤退はないと
言明．

１８ 政府
対ソ緊急食料援助のため日本輸出入銀行を通
じる１億ドルの融資を決定．

２５ 中国共産党第１３期中央委員会第７回全体会議
開会（～１２月３０日）．第８次５ヵ年計画（９１
年度～）と１０年構想を採択（鄧小平の改革・
開放路線を確認）．

２１ 課徴金に関する独禁法改正問題懇談会（館竜
一郎座長（東大名誉教授））
カルテルにかかる課徴金引き上げ等に関する
報告書を坂本三十次官房長官に提出．

２９ 第２次海部俊樹改造内閣
発足（橋本龍太郎蔵相（留任）．越智通雄経
企庁長官，中尾栄一通産相．主要閣僚留任）．

２１ 産業構造審議会，中小企業政策審議会
大店法改正についての中間答申を武藤嘉文通
産相に提出（産業構造審議会（通産相の諮問
機関），中小企業政策審議会（首相の諮問機
関））．

２２ 政府
９１年度の経済見通しと経済運営の基本的態度
を閣議了解（名目５．５％，実質３．８％）．

２９ 政府
９１年度予算概算閣議決定一般会計 ７０兆３４７４
億円（対前年度当初比６．２％増）財投計画
３６兆８０５６億円（同６．５％）．

１９９１年
（平成３年）
１月

１４ 政府
イラク周辺の難民救済のため国連災害救済調
整官事務所（UNDRO）に約５１億円拠出を決
定．

１１ 通産省
対米乗用車輸出自主規制を９１年度も継続する
と発表（２３０万台）．

１７ 政府
湾岸危機対策本部を閣議で設置（本部長に海
部俊樹首相）．

１１ 公正取引委員会
大企業への課徴金を最大４倍とする独禁法改
正法案を発表．

１７ 米軍を主体とする多国籍軍
イラクの首都バグダッドやクウェート内の戦
略拠点に航空機１０００機，巡航ミサイル１００発
で波状空襲．「砂漠の嵐」作戦（湾岸戦争始
まる．以後連日空襲続行）（１月１８日 イラ
ク，イスラエルにミサイル攻撃．１月２１日
米軍捕虜を「人間の盾」として戦略施設に配
置を表明．１月２５日 ペルシア湾へ多量の原
油を放出．１月３１日 多国籍軍，イラク軍を
制圧．米海兵隊１２人戦死．）．

２１ 平岩外四経団連会長
小沢一郎自民党幹事長からの９１年度分１６０億
円の政治献金の要請に対して，実現を約束．

１８ 海部俊樹首相
衆参両院緊急本会議にて，多国籍軍の対イラ
ク武力行使に「確固たる支持」を表明．避難
民移送に自衛隊輸送機派遣，資金援助など検
討（野党，自衛隊機派遣を追及）．



４１５経済年表

金融・証券，不動産・建築 産業
６ 自民党税制調査会
新土地保有税を柱とする土地税制大綱を決定．９２
年より投機的土地取引抑制のため土地保有税（地
価税）を導入．

１７ シティ・バンク
都市銀行のBANCS（都銀キャッシュ・サービス）
とのオンライン提携を開始．

２５ 大蔵省
有価証券報告書等における有価証券の時価情報お
よび関連当事者との取引の開示内容を決定．

２７ 大蔵省，郵政省
自由金利定期郵便貯金の金利決定ルールについて
合意．

１ 全国銀行協会連合会
個別銀行のテレビ広告を解禁．

２３ NTT
異種コンピュータ接続の統一的仕様を発表．世界
の大型機種の大手メーカー参加．

４ 日本銀行
通貨オプション取引のボラティリティー（予想変
動倍率）の公表を開始．

７ 信託７行，大和銀行
実績配当型個人年金信託「マイ・ルート」の取扱
いを開始．

１３ 都銀，地銀
CD・ATMの日曜稼働を開始．



４１６

年月日 政治・社会・海外情勢 経済政策
１９９１年
１月

２０ G７先進７ヵ国蔵相・中央銀行総裁会議
開催（～１月２１日，ニューヨーク）（１月２１
日世界的な金利低下への環境づくり・国際金
融協力強化等を盛込んだ共同声明を採択．ソ
連の国際通貨基金参加承認見送り）．

２４ 政府
湾岸支援に９０億ドル（約１兆２０００億円）の追
加資金協力を行う，また自衛隊法施行令を改
正し，自衛隊輸送機を派遣し被災民輸送に当
たる政府チャーターの民間機をカイロに派遣
することを決定（１月２８日国会代表質問．自
民党，民社党，支援策を支持．社会党，共産
党，憲法違反と追及）．

３１ 政府
湾岸地域における平和回復活動に関する我が
国の支援に掛かる財源措置の大綱を閣議了解
（２月１５日改正を閣議了解）．

２月 １ 米国
公定歩合引き下げ（６．５％→６％）．

１９ 政府
９１年度予算修正を閣議決定．

１ ドイツ
公定歩合引き上げ（６％→６．５％）．

２２ 政府
湾岸平和財源法案を閣議決定．

２４ 政府
多国籍軍のクウェート領内への地上戦突入を
改めて「確固たる支持」を表明．

２４ 多国籍軍地上部隊
サウジアラビアよりイラク・クウェート領内
に進入，猛攻を開始．２月２７日 クウェート
全土を制圧，ブッシュ米大統領「勝利宣
言」．３月３日アジズイラク外相，国連決議
の受諾を表明．４月１１日 国連安全保障理事
会，湾岸戦争終結を正式確認．

３月 １ 大蔵省
証券監督者国際機構の「行為規範原則」のわ
が国への適用を証券業協会へ通達（証券業協
会会長梅村正司）．

４ 農林水産省
農協・信連の外貨取扱いと員外貸出規制を緩
和．

６ 参議院本会議
多国籍軍への追加支援９０億ドルを盛り込んだ
９０年度第２次補正予算・財源関連法成立．３
月１３日 公布・施行．

７ 政府
南アフリカに初めて政府開発援助（ODA）を
初供与（１０月２２日対南アフリカ経済制裁措置
の解除を閣議決定）．



４１７経済年表

金融・証券，不動産・建築 産業
２１ 大蔵省

金投資口座の取扱い適正化に関し金融機関に口頭
指導．

２２ 大蔵省
信金，信組，労金の小口員外貸出限度引き上げを
告示．

２３ 都市計画中央審議会
答申「市街化区域内農地の計画的保全を図るため
の方策はいかにあるべきかについて」提出（市街
化区域内農地の区分明確化，生産緑地地区制度の
見直し等）．

２５ 政府
「総合土地政策推進要綱」を閣議決定（土地神話
の打破，地価引き下げ，合理的土地利用の確保）．

２８ 第３回日米金融市場ワーキング・グループ会合
米国の金融制度改革・日本の預金金利自由化等を
討議．

５ 大蔵省
外国証券会社の銀行子会社に在日支店の開設を初
めて許可（ゴールドマン・サックス，ソロモン・
ブラザーズ，モルガン・スタンレー）．

９ 関西電力
美浜原発２号機で１次冷却水（放射能汚染）が２
次冷却水系に大量流出．緊急炉心冷却装置作動，
原子炉自動停止（国内最大規模の原発事故）．

８ 第２地銀，信金，信組，労金，農協
５業態相互間のCD・ATMオンライン提携を実
施．

１３ 富士通
超高速コンピュータ実現の鍵となるジョセフソン
素子と半導体を一本化した複合素子の開発に成功
と発表．

８ 大蔵省
大蔵省初調査，ノンバンク２００社の貸付残高５７兆
６４００億円のうち建設・不動産業界向けが４０．２％を
占め，地価高騰の加速の一因をなす実態を裏付け
る．

１８ 中堅不動産会社三条（東京）
都心一等地で地上げ・転売を繰り返し，２年間で
３４億円の脱税，社長逮捕，法人税の脱税として史
上最高．

２７ 日本証券株投資顧問業協会
業務運営の透明・公正化のため留意すべき基準を
決定（健全な市場価格の形成・損失負担の禁止等．
会長 米里恕氏）．

８ 政府
第６期住宅建設５ヵ年計画，閣議決定．

１２ 東海銀行
三和信金の救済合併を決定．

２４ 地価税法
成立．９２年４月１日施行．

２６ 国土庁
地価公示，３大都市圏住宅地平均８．０％上昇（大
都市圏で８年ぶりの上昇鈍化）．



４１８

年月日 政治・社会・海外情勢 経済政策
１９９１年
３月

２６ 第１１回日英金融協議
英国は日本の保険市場自由化等を要求．

２８ ９１年度暫定予算
成立．

４月 ７ 鈴木俊一（自民党都連推薦）
東京都知事選挙で磯村尚徳元NHK特別主幹
（自民，公明，民社３党推薦）らを破り当選
（４選）（５月１日社会党，鈴木俊一東京都知
事と政策協定，与党となる）．８日小沢一郎
自民党幹事長，引責辞任．後任に小渕恵三．

１ 牛肉・オレンジの輸入自由化
実施．

９ 中国
人民元レートの小刻み調整を開始（４月中７
回，４月末５．２９人民元＝１米ドル）．

４ 海部俊樹首相，ブッシュ米大統領
日米首脳会談（ニューポートビーチ）（ブッ
シュ米大統領，日本のコメ市場の開放を強く
要請．湾岸戦争後の世界新秩序構築への協力
で合意）．

１７ ニューヨークダウ平均
史上初の３０００ドル台乗せ．

１１ ９１年度予算
成立．

１９ 米国
米銀の海外業務を規制したレギュレーション
Kの改定を発表．

２６ 独禁法の一部改正法
公布．７月１日施行，カルテル課徴金の引き
上げ．

２４ 大阪地検，大阪府警
イトマン事件を強制捜査．

２７ 海部俊樹首相
ASEAN５ヵ国 歴 訪（～５月６日）（５月３
日シンガポールで日本のアジア政策について
演説）．

２８ G７先進７ヵ国蔵相・中央銀行総裁会議
ワシントンにて開催．金利低下と物価安定を
伴う持続的成長のための金融財政政策の重要
性を強調した共同声明を採択．

３０ 米国
公定歩合引き下げ（６％→５．５％）．



４１９経済年表

金融・証券，不動産・建築 産業
２６ 建設大臣

３大都市圏における住宅及び住宅地の供給に関す
る基本方針決定．

２９ 東京外国為替市場
円相場，１ドル１４１円，６ヵ月半ぶりドル高．

３１ 総理府
「大都市圏の住宅・宅地に関する世論調査」発表
（地価，住宅価格引き下げ要望がトップ）．

１ 大蔵省
国内CPの発行適格基準を緩和．

１ JSB（日本衛星放送）
有料本放送開始．加入２２万世帯．

１ 小口MMCの最低預入金額引き下げ（１００万円→
５０万円）．

２５ 科学技術庁、動燃事業団
福井県敦賀市の高速増殖炉原型炉「もんじゅ」完
成．

１ 協和・埼玉両行
合併し，協和埼玉銀行として発足．

１ 山陰合同・ふそう両行
合併（新行名，山陰合同銀行）．

１ 八千代信用金庫
普通銀行に転換（八千代銀行と改称）．

１ 銀行，信金等
短期プライム・レート連動型長期貸出金利の導入
を開始．

４ 第一勧業銀行，城南信用金庫
第一勧業銀行，城南信用金庫，業務提携に合意．

１８ 大蔵省
９１・９２年度の金融機関店舗および機械化に関し通
達（店舗設置基準の緩和，POS 利用資金移動取
引の取扱い範囲拡大）．

１８ ノンバンク研究会
ノンバンクの金融システム中の位置付け，実態把
握，法的整備等の必要性を提言．

２２ 静信リース
静信リース，会社更生法の適用を申請（負債２５５０
億円，史上４番目）．

２３ 郵政官署における外国通貨の両替等に関する法律
公布．

２４ 地価税法案成立．５月２日 公布，一部施行，９２
年１月１日施行．

２５ 証券取引審議会・基本問題研究会ディスクロー
ジャー小委員会（委員長 河本一郎（神戸大名誉
教授））
ディスクロ免除基準の見直し，ディスクロ免除対
象証券の転売規制等を提言．２６日不公正作業部
会，「店頭市場に対する行為規制の適用について」
の報告を取りまとめる（投資家保護の強調）．

２６ 生産緑地法一部改正法
成立．市街化区域内農地を保全農地と宅地化農地
に区分，９月１０日施行．

３０ 全国８証券取引所，日本相互証券
立会時間を延長（取引所は３０分，日本相互証券は
１０分それぞれ延長）．



４２０

年月日 政治・社会・海外情勢 経済政策
１９９１年
５月

２８ 村岡運輸相
成田空港反対同盟熱田派に土地の強制収容放
棄の確約書を手渡す．

７ 日本銀行
社債等代用証書制度の見直しを実施（手形オ
ペおよび手形売買取引の担保拡充措置）．

１５ 消費税法の一部改正法
公布（非課税範囲・簡易課税制度の見直し
等）．

１７ 日本銀行
４月のマネーサプライ前年同月比伸び率
３．７％と発表．

２２ 第３回日米構造協議フォローアップ会合
第１回年次報告書を発表（日米双方の是正措
置実施状況の点検と評価）．

３１ 米国３大自動車メーカー
日本の自動車メーカー４社のミニバンをダン
ピングとして商務省等に提訴．

６月 １２ エリツィンロシア最高会議議長
ロシア共和国大統領選挙で当選．６月２０日
ブッシュ米大統領と会談．改革路線堅持で一
致．７月１０日大統領に就任．

３ 日米半導体協定
半導体協定更新の日米交渉（アメリカ，対日
制裁解除）（６月４日新協定に仮調印）．

１９ 環境と開発に関する開発途上国会議（４１ヵ国
参加）
北京にて行われる．貧困と環境破壊につき先
進国の責任を問い，新経済秩序の確立を提
唱．

１２ 第３次臨時行政改革推進審議会（鈴木永二会
長）
行政改革推進における政治の強いリーダー
シップを求め，緊急提言を海部俊樹首相に提
出（政治・国会改革の実現，新農政ビジョン
の策定など）．

２１ 土井たか子社会党委員長
辞意表明（統一地方選挙結果の責任）．

２７ 日本銀行
金融機関の貸出増加額規制（窓口指導）の廃
止を決定．

２２ 海部俊樹首相
自民党「政治改革国民集会」にて，「不退転
の決意」を表明（改革慎重派の動きに対応）
（６月２５日選挙制度審議会（小林与三次会長），
小選挙区区割り案を答申）．

２３ G７先進７ヵ国蔵相・中央銀行総裁会議
物価安定と持続的成長のための，各国の状況
に応じた財政・金融政策の採用を内容とする
共同声明を採択．

２８ 経済相互援助会議（コメコン）総会（９ヵ国）
解散文書に調印．

２９ 自民党総務会（西岡武夫議長）
衆議院小選挙区比例代表並立制を導入する政
治改革関連３法案を党議決定強行．一部強硬
反対派（宮澤・三塚・渡辺派）反発，紛糾．



４２１経済年表

金融・証券，不動産・建築 産業
２ 商品投資に関わる事業の規制に関する法律
公布．

３ 三菱自動車工業
ボルボ（スウェーデン）に資本参加し合弁子会社
で乗用車生産に合意と発表．

８ 改正貸金業規制法（ノンバンク法）
成立．５月１８日公布．

１１ 東京電力
水力，火力，原子力に次ぐ第４の発電方式の燃料
電池，世界最大の１万１０００kWの発電に成功．

１０ 住宅・都市整備公団が施行する特定再開発事業
（市街地再開発事業）に関する公共施設の整備に
関する了解事項（３省協定）
締結．

１４ 信楽高原鐡道
普通列車と JR西日本から乗入れの臨時快速「世
界陶芸祭号」が正面衝突．死者４２人，重軽傷５７６
人．

２１ 郵便貯金に関する調査研究会
報告書を公表．流動性貯金金利の早期自由化，商
品設計の自由化等（座長 原司郎横浜市立大教
授）．

２１ 金融問題研究会
「流動性預金の金利自由化について」を取りまと
め．

２４ 外国為替審議会，国際金融取引における諸問題に
関する専門部会（部会長 大場智満 国際金融情
報センター理事長）
「途上国等への民間資金フロー円滑化のための諸
方策について」の報告をとりまとめる．

２４ 証券取引審議会
基本問題研究会，「証券取引に関わる基本的制度
の在り方について」の報告を取りまとめ．

２９ 国土審議会
第１４回国土審議会（総理への報告「第四次全国総
合開発計画の推進について（第２号）」について
とりまとめ）．

６ 短期金融市場研究会フォローアップ会合
「わが国短期金融市場における最近の改善措置等
について」の報告をとりまとめる．

３ 日本軽金属
カナダ・アルキャンアルミニウムと英国での合弁
生産に合意．

１２ 産業金融と企業組織に関する研究会（前田重行座
長（法政大教授））
わが国におけるM&Aのあり方についての報告
書を発表．

２０ 日本ユニシス
世界最大の演算能力を持つ超大型汎用コンピュー
タ「UNISYS A１９シリーズ」発売．

１７ 資金運用懇談会（座長 原司郎横浜市立大学教授）
「金融自由化に対応した郵貯資金運用のあり方に
ついて」の報告をとりまとめる．

２０ 東北新幹線，東京～上野間開業．

１９ 証券取引審議会
証券取引に関わる基本的制度について 銀行の証
券参入の最終報告書を了承．

２０ 野村證券
野村證券の大口投資家に対する損失補填が明るみ
に．以後，大手証券会社の損失補填が次々に発
覚．２３日 証券不祥事の責任を取り野村證券，日
興證券両社長辞任（野村證券社長 田淵義久．日
興證券社長 岩崎琢弥）．

２５ 金融制度調査会
「新しい金融制度について」の答申を蔵相に提出
（原則業態別子会社方式による，最終的にはフル
ラインの相互参入）．



４２２

年月日 政治・社会・海外情勢 経済政策
１９９１年
７月

１ ワルシャワ条約機構
解体．参加６ヵ国代表，プラハにて条約失効
確認議定書に調印．

１ 日本銀行
公定歩合引き下げ ６．０％→５．５％．

１０ 政府
政治改革関連３法案を閣議決定（衆議院の定
数４７１，小選挙区３００，比例区１７１に配分する
並立制を導入する公職選挙法改正，企業・組
合の政治献金を原則として政党に限るなど政
治資金規正法改正，政党に対して国が公的助
成を行う政党助成法）．

４ 日米半導体協定延長交渉
決着（米国，日本への制裁措置解除を表明）．

１５ 第１７回先進７ヵ国首脳会議（ロンドン・サ
ミット）
ロンドンにて開催（～７月１７日）対ソ技術的
支援，ウルグアイ・ラウンドの年内決着など
で合意．７月１７日 ７ヵ国首脳，特別招待の
ソ連ゴルバチョフ大統領と会談（G７＋１）．
海部俊樹首相，対ソ支援６項目で合意．

５ 国際協調のための経済構造調整研究会（大来
佐武郎座長）
「前川レポート」後５年間の同レポート内容
の実現状況を点検した報告書を海部俊樹首相
に提出．

１７ 海部俊樹首相，ゴルバチョフソ連大統領
会談（ロンドン）（対ソ支援６項目で合意）．

５ 政府
９２年度の概算要求について閣議了解（経常的
経費－１０％，投資的経費０．生活関連重点枠
２０００億円，公共投資充実臨時特別措置２０００億
円，ほか社会資本整備特別措置法による事業
１兆３０００億円）．

２３ 田辺誠社会党副委員長
委員長選挙にて上田哲を破り当選（７月３０日
社会党臨時大会，委員長に田辺誠，書記長に
山花貞夫副書記長を選出）．

１０ 橋本龍太郎蔵相
一連の証券不祥事で蔵相，事務次官，証券局
長などを処分．

２５ 衆議院大蔵委員会
証券不祥事で集中審議．損失補填の実態，企
業団体名の公表をめぐり質疑（準大手６社３５０
億円補填）．

１１ 公正取引委員会
「流通・取引慣行に関する独占禁止法上の指
針」を発表．

１２ 海部俊樹首相，ブッシュ米大統領
日米首脳会談（ケネバンクポート）（コメ問
題の早期決着の方針で合意）．

１９ 日本輸出入銀行，民間銀行１０行
対ソ１億ドルの融資を決定．

２６ 経済企画庁
景気拡大が通続５６ヵ月目に入ったと月例報告
で分析．

８月 ５ 第１２１臨時国会
召集（１０月４日閉会）（海部俊樹首相，所信
表明．政治改革の実現に決意）．

７ 橋本龍太郎蔵相
証券問題に関する５項目の対応策を発表．

１０ 海部俊樹首相
日中首脳会談で，天安門事件以来の日中関係
修復を確認，中国に１２９６億円の借款供与を表
明．

２０ 衆参両院
「証券及び金融問題に関する特別委員会」の
設置を決定（証券・金融不祥事問題）．

１６ ドイツ
公定歩合引き上げ（６．５％→７．５％）．

２７ 越智通雄経企庁長官
「日本の景気は拡大局面にある」との８月の
月例経済報告を提出（大型景気が「いざなぎ
景気」と並ぶ）．

１９ ソ連
保守派のクーデター勃発．２１日失敗．



４２３経済年表

金融・証券，不動産・建築 産業
８ 東京金融先物取引所
ユーロ円金利先物オプションを上場．

１９ 富士通
米テキサス・インスツルメンツ（TI）の主張す
る半導体製造基本特許（キルビー特許）は無効と
して東京地裁に提訴．TI も同日反訴．

８ バンク・オブ・クレジット・アンド・コマース・
インターナショナル（BCCI）
不正事件表面化に伴い同東京支店が休業．

２５ 国際電信電話，国際デジタル通信
米国・香港の通信事業者と共同で，日本－シンガ
ポール間光海底ケーブル建設決定（利用開始予定
９３年７月）．

８ 大蔵省
日本証券業協会に対し有価証券の取引一任勘定取
引を原則禁止する旨通達．証券大手４社（野村，
大和，日興，山一）の全法人部門の４日間の営業
自粛処分を発表．証券不祥事で蔵相，事務次官，
証券局長などを処分．

２２ 東京地裁
バンク・オブ・クレジット・アンド・コマース・
インターナショナル（BCCI）の在日財産の全部
につき特別清算の開始を命令．

２３ 伊予銀行
東邦相互銀行の吸収合併が明らかに（預金保険機
構の初適用，１００億円を低利融資）．

２５ 富士銀行赤坂支店，協和埼玉銀行
不正融資事件発覚．７月２７日 東海銀行秋葉原支
店でも不正融資事件発覚．８月東洋信用金庫でも
不正融資事件発覚．

２９ 証券大手４社
証券大手４社が損失補填先リストを公表．３０日準
大手１３社分も公表．

２９ 郵便貯金金利引き下げ（定期貯金１年もの６．０８％
→５．７５％）．

２９ 日本銀行
臨時金利調整法に基づく預貯金金利の最高限度額
を引き下げ（期間の定めがある預貯金６．３３％→
６．０％，ガイドライン変更，１年定期預金６．０８％
→５．７５％）．

３１ 大蔵省
日本証券業協会に対し証券会社の社内管理体制の
強化などにつき通達（管理部署の独立による管理
体制強化，人事管理徹底，顧客管理適正化など）．

１３ 尾上縫
東洋信用金庫職員の架空預金証書発行による不正
融資事件発覚．

５ 本田技研
創業者で最高顧問，元社長の本田宗一郎死去（８４
歳）．

２１ 東京証券取引所
不祥事再発防止のための対応策を決定．

１４ エヌ・ティー・ティ移動通信企画
設立（９３年７月各地域ドコモ（北海道，東北，東
海，北陸，関西，中国，四国，九州）が分離設立
され，全国９社体制となる）．

２３ 日本証券業協会
「倫理綱領」等業界改革案を決定．

２５ 宇宙開発事業団
放送衛星「ゆり３号 b」の打ち上げに成功（種子
島）．

２８ 警察庁，大蔵省
金融取引における暴力団の介入排除に関し通達．



４２４

年月日 政治・社会・海外情勢 経済政策
１９９１年
８月

２０ ソ連エストニア共和国
独立を宣言（８月２１日 ラトビア共和国も独
立を宣言）．８月２６日 ゴルバチョフ大統領，
新連邦条約の締結促進とバルト３国の独立承
認を表明．

２４ ゴルバチョフソ連共産党書記長
辞任．クーデターにおける党中央委員会，政
治局の行動を糾弾，中央委員会の解散を要
請．８月２５日中央委員会書記局，解散に同意
（事実上ソ連共産党解散）．

９月 １１ 参議院本会議
国会法改正案を可決．通常国会召集を１月に
改める（従来は１２月）．

１３ 臨時行政改革推進審議会（第３次行革審，鈴
木永二会長）
証券・金融の不公正取引の基本的是正策に関
する答申．

１３ 社会党
「シャドーキャビネット」（影の内閣）発足．

２４ 経済企画庁
月例報告で「減速」を明記．

１３ 米国
公定歩合引き下げ（５．５％→５％）．

２７ 参議院本会議
老人保健法改正案を可決（負担金６００円に値
上げ）．

１７ 第４６回国連総会
北朝鮮，韓国，バルト３国，ミクロネシア連
邦，マーシャル諸島共和国の加盟を全会一致
で承認．

３０ 小此木彦三郎衆議院政治改革特別委員会委員
長
理事会で審議日数不足を理由に，政治改革関
連３法案の廃案を提案，与野党了承（政治改
革関連法案の廃案が確定）．

３０ 海部俊樹首相
政治改革法案の廃案に強い不満表明，「重大
な決意」（解散・総辞職含み）と発言（伊藤
正義自民党政治改革本部長，若手議員ら改革
推進派も廃案に反発）．

１０月 ３ 金丸信竹下派会長
海部俊樹首相の「重大な決意」発言の政治姿
勢を批判．三塚・宮澤・渡辺派も同調，海部
俊樹首相孤立（１０月４日海部俊樹首相，総裁
選不出馬を表明．伊東正義改革本部長，後藤
田正晴同代理辞任．与野党，政党間協議機関
設置を確認（政治改革挫折））．

１ 日本銀行
準備預金制度の準備率引き下げ決定．

５ 宮澤喜一，渡辺美智雄，三塚博（自民党）
総裁選に立候補を表明．竹下派，小沢一郎竹
下派会長代行の擁立を断念（１０月１０日小沢一
郎竹下派会長代行，３候補から政策を聴
取．１０月１１日竹下派，宮澤喜一候補の支持を
決定）．

８ 日本銀行
臨時金利調整法の適用除外となる大口定期預
金の最低預入金額の引き下げ（１０００万円→３００
万円）を決定．

１４ 橋本龍太郎蔵相
証券・金融不祥事の責任をとって辞任．

１６ 日本銀行
準備預金制度の準備率を引き下げ．

１６ 国連総会
安保理非常任理事国の改選（日本，７回目の
当選）．

１７ 第４回日米金融市場ワーキング・グループ
会合開催．

２７ 宮澤喜一
自民党総裁選挙で総裁に選出（２８５票）（渡辺
美智雄（１２０票），三塚博（８７票））（１０月２９日
自民党大会，宮澤喜一総裁決定．１０月３１日自
民党三役決定．幹事長に綿貫民輔，総務会長
に佐藤孝行，政調会長に森喜朗）．

２２ 経済企画庁
景気は８月に戦後最長の「いざなぎ景気」に
並んだと宣言．



４２５経済年表

金融・証券，不動産・建築 産業
３０ 改正借地借家法

成立．

３１ 大蔵省
「金融システム信頼回復のための措置」公表．

２ 全国銀行協会連合会（会長 末松謙一 太陽神戸
三井銀行頭取）
事務管理，営業，審査，検査，人事，教育，暴力
団排除等の検討のための専門委員会の設置を決
定．

１７ 湯浅商事
ユアサ産業を合併で合意発表．

１１ 内閣総理大臣
「首都圏整備計画」決定．

２０ 経団連
企業行動憲章を公表．暴力団と絶縁，ビジネスの
自己責任原則の確立など．

１２ 警視庁特捜本部
架空の預金証書などを作成してノンバンクなどか
ら不正に融資を引き出したとして，富士銀行赤坂
支店元渉外課長ら４人を，１７０億円の詐欺，有印
私文書偽造，同行使の疑いで逮捕．

１９ 第２地方銀行協会（会長 神阪昂哉 近畿銀行社
長．東邦相互銀行社長 水口義寛，伊予銀行頭
取 水木儀三）
東邦相互銀行を合併する伊予銀行への資金援助を
決定．

１９ 国土庁
７月１日現在の基準地価を発表（前年比全国＋
３．１％，東京－２．５％，大阪－１８．９％）．

３０ 大蔵省
野村證券の東京急行電鉄株の集中売買について，
過度な勧誘を禁止した証券取引法５４条の大蔵省令
違反に当たると認定，野村證券に対し営業停止や
経営改善命令を含む行政処分を科すことを決
定．１０月８日 処分内容決定．

３ 改正証券取引法
成立（事件後の損失補填の禁止，取引一任勘定取
引の原則禁止等）．

１ キヤノン
世界で初めて強誘電性液晶を使用した精密な大型
ディスプレーの製品化に成功と発表．

４ 借地借家法
公布，借地法・借家法を統合，賃借期間を限って
更新を認めない定期借地権の創設など．

２ 伊藤忠商事，東芝
米国最大の映像・出版会社タイム・ワーナー社の
株式１２％（１３３０億円）を取得し資本参加を発表．１０
月２９日出資・業務提携で合意．

５ マネー・ロンダリング関連２法
公布（マネー・ロンダリングの処罰，不正の疑い
ある取引につき金融機関の報告義務を規定）．

５ 証券取引法及び外国証券業者に関する法律の一部
改正法
公布（取引一任勘定取引・損失補てん等の禁止）．

８ 大蔵省
証券大手４社（野村・大和・日興・山一）に対す
る行政処分（最高６日間の営業停止処分）．



４２６

年月日 政治・社会・海外情勢 経済政策
１９９１年
１０月

１１月 １ 中曾根康弘元首相，竹下登元首相
宮澤喜一自民党総裁の要請を受け党最高顧問
に就任．

５ 公正取引委員会
食品包装用ラップ材の大手メーカー８社（三
井東圧化学，三菱樹脂，信越ポリマーなど）
を価格カルテルによる独占禁止法違反で刑事
告発．

５ 宮澤喜一内閣
成立（羽田孜蔵相，野田毅経企庁長官，渡部
恒三通産相．渡辺美智雄副総理・外相）．

５ 大蔵省
大口定期預金の最低預入金額引き下げ（１０００
万円→３００万円）．

６ 米国
公定歩合引き下げ（５％→４．５％）．

６ 宮澤喜一首相
初の記者会見でコメ市場の開放譲歩を表明．

１１ ベーカー米国務長官
コメ市場の開放につき新ウルグアイ・ラウン
ドでの解決を強調．

８ 産業構造審議会・産業金融小委員会（委員長
今井賢一 一橋大名誉教授）
「円滑な産業金融の実現のための必要な施策
について」の報告をとりまとめる．

１４ 宮澤喜一首相
衆議院予算委員会でリクルートコスモス未公
開株譲渡に絡む売買約定書など３点の資料提
出を約束（１１月１５日渡辺美智雄副首相・加藤
紘一官房長官も提出合意．１２月６日宮澤喜一
首相，資料提出）．

１４ 日本銀行
公定歩合引き下げ ５．５％→５．０％．

２１ 成田空港問題シンポジウム
開催（座長隅谷三喜男），政府と反対派住民，
初の直接対話．奥田敬和運輸相，用地強制収
用などで陳謝．

２２ 日本銀行
セアンザ中央銀行総裁会議を開催（アジア・
太平洋諸国１７ヵ国の中央銀行で構成）．

２７ 大蔵省
投資顧問業法施行規制改正省令を公布（取引
一任勘定取引における投資顧問会社とその親
会社との証券取引を原則禁止）．

２８ 航空審議会
第６次空港整備５ヵ年計画を答申．成田２期
工事，関西新空港，羽田沖拡張を最優先．大
館能代，小笠原，静岡，びわこ，神戸，新石
垣空港の新設を盛る．１１月２９日閣議決定．

１２月 １１ 欧州共同体（EC）首脳会議
マーストリヒトにて行われる．ローマ条約を
改正，９９年までに欧州中央銀行設立，単一通
貨発行で合意（欧州連合創立）．

４ 経済企画庁
７～９月期国民所得速報によると，年率
１．６％の成長で景気停滞色強まる．



４２７経済年表

金融・証券，不動産・建築 産業
９ 株式等の保管振替制度
一部株式を対象に発足．

２１ 全銀協等民間金融１１団体
「個人預貯金の郵便貯金への資金シフトに関する
私どもの意見」をとりまとめる．

２２ 全国銀行協会連合会
不動産融資適正化についての提言を公表．

２３ 山一證券
９月中間決算で経常利益５４億円の赤字発表（野村，
大和，日興證券も前年比６４～７０％の大幅減益とな
る）．

２３ 運輸，建設，自治大臣
「首都圏東北部における宅地開発及び特定鉄道（常
磐新線）の整備の一体的推進に関する基本計画」
承認．

２６ 建設省
「大都市圏住宅・宅地供給関連公共事業基本計画」
まとめる．

２８ 預金保険機構
東邦相互銀行を救済合併する伊予銀行へ設立以来
初の資金援助を決定．

１ 短資各社
無担保コール先日付取引（スポットもの）の仲介
を開始．

２７ ソニー，米アップル・コンピュータ社，米モト
ローラ社
次世代マルチメディアパソコンの開発で提携．

５ 銀行等
預入額３００万円以上の自由金利定期預金「スーパー
定期」（郵貯は「ニュー定期」）の発売を開始．

２９ 営団地下鉄南北線（駒込～赤羽岩淵間）開通．ワ
ンマン運転，ホームドア設置など未来型地下鉄．

５ 郵便貯金預入限度額引き上げ（７００万円→１０００万
円）．

６ 債券発行金融機関（東京銀行を除く）
２年物の利付金融債の発行を開始（東京銀行は２７
日から５年物を発行）．

１５ 大蔵省
米国銀行の在日現地法人マニファクチュラース・
ハノーバー信託のステート・ストリート銀行東京
支店への営業譲渡を認可（１２月２日 ステート・
ストリート信託銀行が誕生．社長渡辺英二）．

２０ 大蔵省
一般貸付債券流動化に関する通達を一部改正（サ
イレント方式の追加・買い手の範囲拡大）．

２５ 郵便貯金金利引き下げ（定期貯金１年もの５．７５％
→５．２５％）．

２５ 日本銀行
臨時金利調整法に基づく預貯金金利の最高限度を
引き下げ（期間の定めがある預金６．０％→５．５％，
ガイドライン変更，１年定期預金５．７５％→
５．２５％）．

２７ 大蔵省
投資顧問業法施行規制改正省令を公布（取引一任
勘定取引における投資顧問会社とその親会社との
証券取引を原則禁止）．

２ 信託銀行
「ヒット」の商品性を見直し（措置期間を１年か
ら３ヵ月に短縮等）．

４ ダイエー
秀和が買占めの中堅スーパー忠実屋の株式の取得
で合意（忠実屋，ダイエー傘下に入る）．



４２８

年月日 政治・社会・海外情勢 経済政策
１９９１年
１２月

１８ 米ゼネラル・モーターズ（GM）
北米の従業員４０万人のうち７万４０００人削
減，２１日工場閉鎖を骨子とする合理化案（～
９５年）決定．

６ 政府
９１年度補正予算概算閣議決定（一般会計２６６０
億円）（１２月１３日９１年度補正予算成立）．

２０ 米国
公定歩合引き下げ（４．５％→３．５％）．６４年１１
月以来の低水準に．

２０ 大蔵省
景気減速，地価急落に対処し金融機関の不動
産融資の総量規制の解除決定．

２０ ドイツ
公定歩合引き上げ（７．５％→８％）．

２１ 政府
９２年度の経済見通しと経済運営の基本的態度
について閣議了解（名目５．０％，実質３．５％）．

２６ ソ連最高会議
ソビエト連邦消滅を宣言．１２月３０日旧ソ連１１
共和国が独立国家共同体（CIS）として活動
開始．ミンスクにて首脳会議開催．９２年１月
１日よりロシアを中心としたCIS に移行．

２４ 経済企画庁
１０月景気動向指数で，事実上の景気後退が明
らかに．

２７ 政府
ソ連邦の継承国としてロシア連邦を承認．

２８ 政府
９２年度予算概算を閣議決定（一般会計７２兆
２１８０億円（２．７％増），財投計画４０兆８０２２億円
（１０．９％増））．

３０ ブッシュ米大統領
アジア・太平洋４ヵ国歴訪を前に日本の公定
歩合引き下げに対し歓迎の発言．

３０ 日本銀行
公定歩合引き下げ（５．０％→４．５％）．

１９９２年
（平成４年）
１月

２ ロシア
生活必需品を除く一部商品の価格を自由化
（旧ソ連邦共和国でも大半がロシアに追
随，１月中に価格自由化）．

８ 宮澤喜一首相，ブッシュ米大統領
日米首脳会談（～１月９日）（１月９日「グ
ローバル・パートナーシップ（地球規模の協
力）に関する東京宣言」と経済摩擦打開の行
動計画（アクション・プラン）を発表）．

８ 金丸信自民党竹下派会長
党副総裁に就任．

１０ 政府
９２年度税制改正の要綱を決定（土地相続税の
負担調整・租税特別措置の整理合理化・法人
特別税（仮称）の創設など）．

１３ 日本，南アフリカ共和国
外交関係再開（大使交換）．

１４ 宮澤喜一首相
経済審議会（平岩外四会長）に，労働時間の
短縮や生活関連の社会資本充実などを通じた
「生活大国」の実現を新計画の中心課題に据
えた新しい経済５ヵ年計画（９２～９６年度）の
策定を諮問．

１５ 欧州共同体（EC）
ユーゴスラビアからのスロベニア・クロアチ
アの独立承認で合意．４月６日 EC，ボス
ニア＝ヘルツェゴビナの独立承認．セルビア
人，クロアチア人ら民族紛争，内戦に拡大．
非常事態宣言．４月２７日 セルビア・モンテ
ネグロ共和国，旧連邦を継承するユーゴスラ
ビア連邦共和国（新ユーゴ）結成の建国宣
言．９月２２日 国連総会，新ユーゴスラビア
連邦による旧連邦の国連議席継承を拒否する
決議を採択．

２４ 政府
実質経済成長率３．５％などを盛り込んだ「９２
年度の経済見通しと経済運営の基本的態度」
を決定．

１６ 宮澤喜一首相，盧泰愚韓国大統領
日韓首脳会談（～１月１７日，ソウル）（貿易
不均衡是正の実践計画策定で合意）．

２８ 経済企画庁
月例報告で「調整」を認める．

２４ 第１２３通常国会
召集（６月２１日閉会）．

３０ 大蔵省
９５年度の国債依存度を５％未満にする方針を
打ち出す．



４２９経済年表

金融・証券，不動産・建築 産業
５ 信託銀行
「ファンド・トラストの業務運営についての留意
事項」を決定．

１０ 海運造船合理化審議会
運輸相に造船業の保護打切り，業界の自立を求め
る答申．

９ 東京金融先物取引所
日本円短期金利先物および同オプションの夜間取
引（午後４時～６時）を開始．

１７ 三菱石油
経営不振の富士興産に資本参加，社長派遣決定
（東京銀行など４行，富士興産への債権３５０億円を
放棄）．

１８ 日本証券業協会（会長 渡辺省吾）
損失補てん等再発防止のための自主規制規則を決
定．

２０ 日本トイザらス
１号店「トイザらス荒川沖店」を茨城県阿見町に
開店．

１８ 内閣総理大臣
「第５次新産業都市建設基本計画」及び「第５次
工業整備特別地域整備基本計画」を内閣総理大臣
が承認．

２０ 都市計画中央審議会
答申「経済社会の変化を踏まえた都市計画制度の
あり方について」提出（誘導容積制度の創設，用
途地域の細分化等）．

２０ 大蔵省
土地取引の総量規制を年明けから解除する銀行局
長通達を発出．融資動向を監視の上，機動的に規
制を再発動する「トリガー（引き金）方式」など
が導入．

１４ 全国銀行協会連合会
「広告に関する留意事項」を一部改正．（テレビ広
告の基準緩和，新聞および雑誌広告のスペース基
準廃止．４月１日実施．会長・末松謙一太陽神戸
三井銀行頭取）．

７ トヨタ自動車
GM完成車５０００台の販売協力を発表（日産自動車
はフォード車３０００台）．

２０ 郵便貯金金利引き下げ． ２８ 三井物産
ロシア・サハリン沖石油開発を米２社と３社連合
で落札．

２０ 日本銀行
臨時金利調整法に基づく預貯金金利の最高限度を
引き下げ（期間に定めがある預金５．５％→５．０％，
ガイドライン変更，１年定期預金５．２５％→
４．７５％）．

２８ 全国銀行協会連合会
「公正取引に関する特別委員会」および「公正取
引に関する検討部会」の設置を決定．（会長 末
松謙一 太陽神戸三井銀行頭取）．

２８ 証券取引審議会
「証券市場における適正な競争の促進などについ
て」の報告書を蔵相に提出（証券業の免許基準の
具体化・明確化，株式等委託手数料の自由化等）．
「相場操縦的行為禁止規定のあり方の検討につい
て」と題する不公正取引特別部会の中間報告を了
承．

２９ 金融制度調査会
「金融システムの安定性・信頼性の確保について」
と題する制度問題専門委員会の報告書を大蔵大臣
に提出．



４３０

年月日 政治・社会・海外情勢 経済政策
１９９２年
１月

２５ G７先進７ヵ国蔵相・中央銀行総裁会議
インフレなき持続的成長のための協調強化，
中期的観点からの財政・金融政策の必要性な
どの共同声明を採択．

３０ 日本銀行
情勢判断で「景気の調整局面入り」を認める．

３１ 宮澤喜一首相
安保理サミットに出席．安保理常任理事国へ
の意欲を示す．

３１ 改正大店法（大規模小売店舗法）
施行．

２月 ７ EC加盟の１２ヵ国の外相，蔵相
欧州連合条約（マーストリヒト条約）に調印．

１９ 経済企画庁
景気拡大が９１年１～３月に頂点に達し，下降
局面に入ったと発表．

１３ 東京地検，警察庁
東京佐川急便疑惑で強制捜査に着手（２月１４
日渡辺広康前社長ら４人を特別背任容疑で逮
捕（佐川急便事件））．３月１３日上野建一社会
党代議士，ゴルフ場開発会社真里谷からの資
金受領の責任をとり議員辞職．

２０ 日本銀行
１月のマネーサプライ前年同月比１．８％増と
発表．

２５ 経済企画庁
月例報告で「景気後退」を宣言．

２７ 金丸信自民党副総裁
２月１３日の講演での「０．５％の引き下げをす
べきだ」との発言に続き，竹下派総会で「日
銀総裁の首を切ってでも公定歩合を下げるべ
き」と発言．

３月 ２２ 仏 社会党
統一地方選挙（地域議会）で大敗，得票
１８．４１％（前回２９．１％）．３月２９日仏統一地方
選挙（県議会），社会党３０９議席（８２減）．４
月２日ミッテラン大統領，クレッソン首相を
更迭，後任にベレゴボワ蔵相．

１９ 通産省
９２年度対米乗用車の輸出自主規制につき前年
より６５万台削減し１６５万台にすると決定（規
制枠の削減ははじめて）．

２４ 韓国
総選挙．与党民自党大敗，当選１４９で過半数
を割る．野党民主党９７，国民党３１，諸派・無
所属２２．

３１ 租税特別措置法の一部を改正する法律・法人
特別税法・相続税法の一部を改正する法律
公布（消費税の特例税率引き下げ・法人特別
税の創設・相続税の課税最低限引き上げ．

３１ ９２年度暫定予算
成立．

３１ 経済対策閣僚会議
緊急経済対策 ①公共事業などの施行推進
②民間設備投資の推進③省力化投資の推進④
個人消費，住宅投資の推進⑤中小企業対策⑥
資金調達環境の整備．

３１ 輸入の促進及び対内投資事業の円滑化に関す
る臨時措置法
公布．

４月 ５ フジモリペルー大統領
国家改革推進のため，議会の解散と憲法の効
力停止を宣言．軍部，大統領を支持，野党指
導者を軟禁．米，経済援助を中止．

１ 日本銀行
公定歩合引き下げ ４．５％→３．７５％．

６ 江沢民中国共産党総書記
宮澤喜一首相に中国の改革・開放政策への支
援を要請．

９ ９２年度予算
成立（参議員で否決後，衆参両院協議会を経
て成立）．

２６ G７先進７ヵ国蔵相・中央銀行総裁会議
成長強化のための政策協調と穏やかな円高誘
導を柱にした共同声明を採択，ロシアの経済
支援についての特別声明も採択．（～４月２７
日）



４３１経済年表

金融・証券，不動産・建築 産業

５ 大阪証券取引所
「先物・オプション取引に係る対応策について」を
発表（ディスクロージャーの強化・立会い時間の
短縮等）．

７ 米ニューアーク連邦地裁陪審
ミノルタが自動焦点カメラで米ハネウェルの特許
を侵害したと認定．１２０億円の損害賠償を命じ
る．３月４日ミノルタ，特許料１６５億円で和解に
合意．

２４ コスモ証券
外食大手すかいらーくとの債券取引トラブルにつ
き東京簡易裁判所の調停で詐欺的取引を認め３６０
億円の支払いに応じ和解．

１１ 宇宙開発事業団
日本初の地球資源衛星「ふよう１号」打ち上げに
成功．

１４ トヨタ自動車
９１年１２月期営業利益６１．６％減（７７０億円）の中間
決算発表．

１１ 大和証券
東急百貨店に４９０億円支払いで和解（証券会社に
よる企業の証券投資の損失を隠す取引の破綻が表
面化）．

１４ JR 東海
東海道新幹線に速達タイプの「のぞみ」登場（東
京～新大阪間２時間３０分）．

１６ 日経平均株価
２万円割れ．

１８ 日立製作所
家電・半導体不振に対応し，従業員２０００人の配転
を決定．

１７ 全国銀行協会連合会
「不動産金融研究会報告」を公表（投機的土地取
引有志の排除・不動産担保評価額の厳正化等．会
長 末松謙一 太陽神戸三井銀行頭取）．

２７ 日本原燃産業
青森県六ヶ所村で国内初の民間ウラン濃縮工場が
操業開始．

２６ 国土庁
地価公示 ９１年の全国平均地価が４．６％減，１７年
ぶりの下落．

２７ 日本複写権センター，経団連
民間大手企業よりコピーの著作権使用料を徴収す
る規定に合意・成立．

３０ 太陽神戸三井銀行
海外子会社を発行体として，本邦初のユーロ円建
同行保障付交換優先株式を発行．

３１ ９１年度倒産（１０００万円以上）件数
１万１７６７件（前年比１６４．４％），負債総額７兆８０００
億円（２２２％）．

１ 太陽神戸三井銀行
さくら銀行へ行名変更．

６ 米マイクロソフト社
Windows３．１の出荷開始（９３年日本語版発売）．

１ 伊予銀行
東邦相互銀行を合併（本件合併に関し，預金保険
機構は伊予銀行に対する資金援助を実行．８０億円
を５年間貸付，援助額２０億円，預金保険機構はじ
めての資金援助）．

１０ 米ロサンゼルス連邦地裁陪審
セガ・エンタープライゼスに対し米人発明家所有
の特許を侵害したとして３３００万ドル（４３億５６００万
円）の支払いを命じる評決．

１ 熊本，肥後ファミリー両行
合併し熊本ファミリー銀行発足．



４３２

年月日 政治・社会・海外情勢 経済政策
１９９２年
４月

３０ 気候変動枠組み条約（地球温暖化防止条約）
の最終政府間交渉会議
～５月９日，参加１４６ヵ国．５月９日条約案
を採択．

５月 ２２ 細川護熙前熊本県知事
「日本新党」結成（５月７日細川護熙前熊本
県知事，新党結成を発表）．

６ ９１年度経常黒字
９００億８４００万ドル（前年度の２．７倍），貿易収
支は１１３４億４２００万ドル（６２．４％増）で史上最
大の黒字．

３０ 国連安全保障理事会
新ユーゴスラビアを構成するセルビア・モン
テネグロ共和国に包括的経済制裁を決議．

２７ 日本電信電話株式会社法などの一部を改正す
る法律
公布（NTT株の外人保有を解禁）．

２９ 東京高裁
ラップ・ヤミカルテル初公判，メーカー８
社，値上げカルテルの事実を認めるも，公正
取引委員会の告発，公訴の不公平・不当性を
訴える．

６月 ２ デンマーク
国民投票で欧州連合に関するマーストリヒト
条約を否決，EC加盟１２ヵ国批准に波紋．

６ 外国為替等審議会
世界の金融市場の総合連関と取引の円滑化の
ための諸方策．

３ 宮澤喜一首相，デクラーク南アフリカ大統領
会談（デクラーク南アフリカ大統領，定期便
開設の航空協定締結などを要請）．

１０ 農林水産省
「新しい食糧・農業・農村政策の方向」（００年
に向けた新政策）発表．中核農家４０万戸育成
（生涯所得２億５００万位），農業の法人化を進
め市場原理を導入（給料制，休日確立）など．



４３３経済年表

金融・証券，不動産・建築 産業
１４ 政府

公共事業の促進，閣議決定．

１５ 内国為替運営機構（全国銀行協会連合会）
全銀システム決済方式の現行翌営業日決済から同
日決済への移行等を決定．

２０ 郵便貯金金利引き下げ（定期貯金１年もの４．７５％
→４．１５％）．

２０ 商品投資事業規正法
施行 商品投資事業の許可制，投資家保護のため
の契約時書面交付の義務付け．

２０ 日本銀行
臨時金利調整法に基づく預貯金金利の最高限度を
引き下げ（期間の定めがある預貯金５．０％→４．４％，
ガイドライン変更，１年定期預金４．７５％→
４．１５％）．

２３ 大蔵省
都銀など２１行の延滞債権は７～８兆円と公表．銀
行の不良債権を初公表．

２３ 大蔵省
全国銀行および金融機関５業態の９１年度決算（速
報値）の概要を前倒しで発表．

２４ 大蔵省
「証券投資信託業務の免許基準の運用について」を
改正（設立母体の資格要件緩和，免許審査を「年
１回程度」から「随時」に変更など）．

２８ 東洋信金
東洋信金の分割整理決定．

２８ 大蔵省
山種証券を「飛ばし」で営業停止処分（「飛ばし」
で初の処分）．

３０ 大蔵省
「金融システムの信頼回復のための措置について」
を発表（行政の透明化，ノンバンクへの対応，金
融システムの安定性強化など）．

１１ 証券会社
短期公社債投資信託（MMF）の販売を開始．

２２ ダイエー
リクルートを傘下に収める．

１５ 上場証券会社２５社
決算，最終損益で黒字は野村・国際証券のみ（他
２３社の経常損失合計２１００億円）．

２６ 科学技術庁，動燃事業団
敦賀市の高速増殖炉原型炉「もんじゅ」の改造方
針を決定（プルトニウム増産政策の転換へ）．

１６ 英フィナンシャルタイムズ紙
邦銀の不良債権は４２～５６兆円と報道．

２９ 証券取引等の公正を確保するための証券取引法等
の一部を改正する政令
成立（６月５日公布，７月２０日施行，証券取引監
視委員会の設置等）．

１ 預金保険機構
三和銀行と東洋信託金庫の合併に関し，三和銀行
に対する資金援助を行うことを決定．

５ 地方拠点都市地域の整備及び産業業務施設の再配
置の促進に関する法律
公布（９２年８月１日施行）．



４３４

年月日 政治・社会・海外情勢 経済政策
１９９２年
６月

３ 環境と開発に関する国連会議（地球サミット）
リオデジャネイロにて開幕（～６月１４日）．
テーマ「人類共有の持続可能な発展」．６月
１２日首脳会議（１１６ヵ国首脳出席）６月１４日
「環境と開発に関するリオ宣言」「アジェンダ
２１」など３文書採択調印．地球温暖化防止条
約など２条約に１５４ヵ国・EC調印．

１６ 外国為替等審議会
国際金融取引の円滑化に関する報告書を発表
（取引慣行等の標準化・国際金融取引リスク
への対応等）．

１５ 国連軍縮広島会議
開幕（～６月１８日）（１９ヵ国軍縮専門家約６０
人参加）．

１８ 外務省
９１年政府開発援助実績を発表．１兆４８４０億円
（前年度比１９．６％増．再び世界最高額．GNP
比率０．３２％）．

１９ 第３次臨時行政改革推進審議会（鈴木永二（会
長））
「国際化対応・国民生活重視の行政改革に関
する第３次答申」を宮澤喜一首相に提出．

１９ 政府
新ユーゴスラビアに対する経済制裁に伴う外
国為替管理令の一部ならびに大蔵省告示の改
正を公布（６月２６日施行，両国への新規投融
資その他資本取引等停止）．

２３ 政府
９３年度の概算要求について閣議了解（経常的
経費－１０％（生活学術研究臨時特別措置），
投資的経費０％（生活関連重点枠２５００億円，
公共投資充実臨時特別措置２０００億円）ほか社
会資本整備特別措置法による事業１兆３０００億
円，NTT事業償還時補助分８００億円）．

２５ 経済審議会（平岩外四会長（東京電力会長））
新経済計画「生活大国５ヵ年計画－地球社会
との共存を目指して－」を宮澤喜一首相に答
申（６月３０日閣議決定）．

３０ 政府
生活大国５ヵ年計画，閣議決定（年収５倍程
度で大都市圏の勤労者世帯に住宅取得を可能
にする）．

７月 １ ロシア
公定為替相場を一本化（１ドル＝１２５．６ルー
ブル）．

１ 宮澤喜一首相
日米首脳会談にて，内需拡大策に言明．

２ 米国
公定歩合引き下げ（３．５％→３％）．

１０ 政府
第７次雇用対策基本計画を決定（計画期間（今
後５年間）中の年間総労働時間１８００時間の達
成等）．

６ 第１８回先進７ヵ国首脳会議
ミュンヘンにて開幕（～７月８日）．７月７
日 政治宣言（冷戦終結による新パートナー
シップの形成，核不拡散強化の必要，日露領
土解決促進）「旧ユーゴスラビアに関する宣
言」採択．７月８日 経済宣言採択（ウルグ
アイ・ラウンドの年内妥結，ロシアの自助努
力に１０項目の支援）．

２１ 政府
ベトナムへ１８年ぶりの途上国開発援助
（ODA）供与を決定．

８ 米下院
９２年貿易拡大法案を可決（包括貿易法スー
パー３０１条復活）．

２４ 宮澤喜一首相
政府・自民党幹部と低迷する景気対策につき
緊急会議，大型補正予算など確認（７月２７日
日銀，公定歩合を０．５％引き下げ（年３．２５％））．



４３５経済年表

金融・証券，不動産・建築 産業
５ 証券取引等の公正を確保するための証券取引法の
一部を改正する法律
公布（証券取引等監視委員会の設置等）．

５ 日本銀行
臨時金利調整法に基づく預貯金金利の最高限度の
定めおよびガイドラインの方式変更を決定．

１２ 郵便貯金法施行令の一部を改正する政令
公布（２２日施行．定期郵便貯金を廃止）．

１５ ノンバンク問題懇談会
「ノンバンクの融資業務のあり方について」の中
間報告を発表（指導監督体制の整備，資金調達手
段の多様化等）．

１７ 大蔵省
各金融機関団体に対し，マネー・ロンダリング防
止に関する通達を示達（疑わしい取引の届出内容，
本人確認義務等）．

１７ 保険審議会
新しい保険事業のあり方について ①保険，銀
行，証券会社の子会社を通じた相互参入②傷害，
疾病，介護の３分野で生損保本体での兼営③生命
保険会社の営業職員に自社以外の商品の販売を認
めない一社専属制度の見直し．

１９ 金融制度および証券取引制度に改革のための関係
法律の整備等に関する法律（いわゆる金融制度改
革法）
成立（６月２６日公布．９３年４月１日施行，金融機
関および証券会社の各種業務分野への参入等）．

２２ 小口MMCの最低預入金額制限撤廃，市場金利
連動型定期積金・貯蓄預貯金の取り扱い開始．

２３ 日経平均株価
１万５９２１円．

２６ 都市計画法及び建築基準法一部改正法
成立．用途地域の細分化，誘導容積制度の創設
等，９３年６月２５日施行．

１ 短資会社
手形売買先日付取引を開始．

１ 福島～山形間のミニ新幹線（「山形新幹線」）開業．
列車名は「つばさ」．

１ 東京金融先物取引所
ユーロ円短期金利先物オプション値付会員制度を
導入．

１１ マレーシア・イポー高等裁判所
三菱化成の現地合弁化学会社エーシアン・レア
アース（ARE）に対し放射性物質撤去・操業中
止を命令（公害輸出を認める）．

１４ 東京金融先物取引所
１年もの日本円金利先物を上場（従来３ヵ月も
の）．

１５ ソニー
ハイビジョン高品位テレビ３２型発売．１３０万円．

２０ 証券取引等監視委員会
証券取引等監視委員会が発足．



４３６

年月日 政治・社会・海外情勢 経済政策
１９９２年
７月

１７ ドイツ
公定歩合引き上げ（８％→８．７５％）（戦後最
高）．

２７ 日本銀行
公定歩合引き下げ ３．７５％→３．２５％．

２６ 第１６回参議院選挙
自民６９，社会２２，公明１４，共産６，民社４，
日本新党４，連合の会０．自民党，大幅議席
回復．投票率５０．７２％で史上最低．初の即日
開票．

８月 ７ 第１２４臨時国会
召集（８月１１日閉会）．

１１ 宮澤喜一首相
日経平均１５０００円割れを受け，金融安定化の
ための緊急措置を講じるべきと考えるが，大
蔵省は総理の決断を思いとどまらせる．

９ 中国経済特区深圳証券取引所
国営企業１４社の上場株申込用紙を発売．全国
から購入希望殺到，大混乱．８月１０日デモ隊
に警官催涙弾発射．

１８ 羽田孜蔵相
緊急記者会見．市場の金融システムへの不安
解消のため「金融行政の当面の運営方針」１２
項目を発表（８月１９日三重野康日銀総裁，不
動産流動化に支援を表明．日経平均株価反
発）．

１０ 国際協力本部
設置（宮澤喜一首相を本部長とする）．

１９ 三重野康日本銀行総裁
不動産流動化に支援を表明．

１２ ブッシュ米大統領
米，カナダ，メキシコの北米自由貿易協定
（NAFTA）合意を発表（ECを上回る経済圏
となる）．

２８ 経済対策閣僚会議
総合経済対策総額１０兆７０００億円 ①公共投資
などの拡大②公共用地の先行取得③住宅投資
の推進④民間設備投資の推進⑤中小企業対策
など⑥雇用対策⑦生活ニーズの多様化への対
応⑧輸入の促進⑨金融システムの安定性の確
保⑩証券市場の活性化等⑪金融政策の機動的
運営．

２７ 金丸信自民党副総裁
渡辺広康元東京佐川急便社長より５億円の政
治献金受領（９０年）を認め，副総裁辞任を表
明（９月１日金子清新潟県知事，知事選（８９
年）で同じく３億円の資金受領疑惑で辞任）．

３０ 宮澤喜一首相
軽井沢の自民党セミナーで，金融システム安
定のための公的資金投入を示唆（半年後撤
回）．

９月 １ 第１０回非同盟諸国首脳会議
ジャカルタにて開催（～９月６日）．冷戦終
結で先進国との対立から経済協調・自立へ．

７ 大蔵省
「貸付信託法の一部改正に伴う今後の留意事
項等について」の通達を一部改正（貸付信託
の株式運用を認可）．

１５ ドイツ
公定歩合引き下げ（８．７５％→８．２５％）．

８ G１０先進１０ヵ国中央銀行総裁会議
カラー複写機を利用した紙幣偽造の防止で合
意．

１７ EC通貨評議会
英ポンドの離脱，伊の介入義務の一時的放棄
を発表．

９ 大蔵省
大手銀行２１行の不良債権は７兆９９２７億円，う
ち回収不可能は２兆５６１９億円と明らかにす
る．

２０ フランス
国民投票．欧州連合条約批准を小差で承認
（５０．９５％対４９．０５％）．独・仏主導のEC通貨・
政治統合路線を守る．

１６ 日本銀行
信用農業協同組合連合会に歳入復代理店を認
可．



４３７経済年表

金融・証券，不動産・建築 産業
２２ 全国信用金庫協会，全国信用金庫連合会

信用金庫相互援助資金規定の改正案を了承（相互
援助資金制度運営委員会の設置，相互援助預金へ
の預入額増額等．会長 山口勇）．

１ 大蔵省
外債発行にかかる適債基準の緩和（居住者外債及
び非居住者国内債）．

２０ 三井石炭鉱業
北海道芦別鉱業所の閉山と従業員全員の解雇を提
案．９月２８日閉山（国内炭鉱は５鉱となる）．

３ 東京証券取引所
出来高１億２１３９万株（１０年ぶりの低水準）．

２８ 日産自動車
９３年３月期決算見通しを大幅下方修正，１５０億円
の上場以来初の経常赤字と公表（トヨタ自動
車，９２年６月期決算で経常利益３５％減）．

１１ 日経平均株価
終値で８６年３月以来６年５ヵ月ぶりに１５０００円の
大台割れ．

１４ 日本住宅金融の母体行９行
「日本住宅金融」支援，金利軽減で合意．

１８ 大蔵省
金融行政の当面の運営方針１．金融システムの安
定性確保 ①株価低迷への当面の対応②融資対応
力の確保③不良債権資産の処理２．金融システム
効率化の推進 ①金融制度改革の実施②金融機関
経営の一層の合理化．

２５ 大蔵省，郵政省
定期預金貯金金利と定額郵便貯金の自由化で合
意．

２８ 東京証券取引所
出来高８億３２７１万株と急増（今年最大），平均株
価１万７９７０円（１０日間で３６００円余急騰）．

２１ 協和埼玉銀行
あさひ銀行へ行名変更．

１８ 日本鉄鋼連盟
雇用調整助成金の給付対象指定を労働省に申請．

２４ 東京外国為替市場
円相場，１ドル１１９円８３銭を記録（市場最高．欧
州通貨不安の影響）．

２８ 信託７行と大和銀行
実績配当型金銭信託の販売開始（１１月）を発表．



４３８

年月日 政治・社会・海外情勢 経済政策
１９９２年
９月

２１ 東京地検特捜部
金丸信前自民党副総裁に事情聴取に出頭する
か，政治資金規正法違反を認める上申書を提
出するか９月２４日までに回答を求める（９月
２２日東京佐川急便事件の初公判で８７年竹下内
閣発足時の暴力団関与の冒頭陳述．９月２５日
金丸信，違反を認めた上申書を提出．９月２９
日東京簡裁，罰金２０万円の略式命令．９月３０
日金丸信，罰金２０万円を納付）．

１８ 国税庁
認定による債権償却特別勘定の設定に関する
運用上の留意点について通達．

２７ 盧泰愚韓国大統領
訪中．９月２８日楊国家主席と初の首脳会
談．９月３０日両国，貿易など４協定に調印を
共同発表．

１９ G７先進７ヵ国蔵相・中央銀行総裁会議
ワシントンにて開催．欧州の通貨危機打開協
調で共同声明．

２８ 大蔵省
証券会社の自己資本比率規制に関する省令の
一部を改正（劣後ローンの自己資本への組入
れ等）．

１０月 ７ 自民党竹下派幹部会
金丸・小沢体制に異論，集団指導を要望（１０
月１４日金丸信前自民党副総裁，衆議院議員辞
職を表明．１０月２２日幹部会，小渕恵三会長を
決定．小沢一郎・羽田孜ら猛反発，政治集団
「改革フォーラム２１」結成（１０月２８日）を表
明）．

１ 中小企業流通業務効率化促進法（物流法），
特定中小企業集積の活性化に関する臨時措置
法（集積法）
施行．

１２ 中国共産党第１４回大会（江沢民共産党総書記）
開催（～１０月１８日）．鄧小平の改革・開放路
線に従い「社会主義市場経済」の発展を表明．
党総書記に江沢民再選．

２０ 日本銀行
９月のマネー・サプライ統計（M２＋CD）を
公表，前年比伸び率－０．４％と６７年１月の統
計開始以来初のマイナス．

３０ 第１２５臨時国会
召集（１２月１０日閉会）（異例の宮澤喜一首相
所信表明．深刻な国民の政治不信につき謝
罪，派閥優先の排除を強調）．

２９ 旧ソ連（１２ヵ国）支援東京会議
開催（～１０月３０日）（ソ連側１２ヵ国，支援５８
ヵ国・２０国際機関代表参加．日本，１億ドル
人道援助表明）．

１１月 ３ 米国
大統領選挙．民主党クリントン，ブッシュ大
統領・実業家ペローを抑え，圧勝．選挙人
５３８人の３７０人獲得．議会選挙では民主党が上
下両院で過半数維持．

５ 東京地裁
東京佐川急便事件公判（検事調書（全文朗読）
により，８７年の自民党総裁選をめぐる金丸
信，小渕恵三，梶山静六，森喜朗，浜田幸一
議員らの日本皇民党に対する竹下「ほめ殺し」
中止要請（資金提供申し出も含む）の動き，
公然化）．

６ ドイツ政府と補償請求ユダヤ人会議
旧東欧圏居住の５万人に６億３０００万ドル支払
いで合意．

２０ 米国，EC
GATTウルグアイ・ラウンドの農業交渉決
着（油糧種子生産削減等）．

２５ モントリオール議定書（オゾン層保護）締約
国会議
フロンガスの９５年末全廃を決定．



４３９経済年表

金融・証券，不動産・建築 産業

１ 東洋信用金庫
事業の大部分を大阪府下の１８信用金庫に譲渡した
上で，三和銀行に吸収合併される．（本件合併に
対し，預金保険機構は三和銀行に対する資金援助
〈２００億円の贈与〉を実行）．

２０ 三菱商事，伊藤忠商事など大手６商社
中国と遼寧省で石油・石化コンビナート建設・運
営の合弁事業推進で合意．

５ 生命保険会社
共同ATM稼働開始．

２０ 日本 IBM
大幅低価格パソコン（最低価格１９万円８０００円）を
発売（国産機種の３～５割安，薄利多売時代に突
入）．

１３ 地方拠点都市地域の整備及び産業業務施設の再配
置の促進に関する基本的な方針
告示（国土庁・農林水産省・通商産業省・郵政
省・建設省・自治省告示第１号）．

３０ 三菱銀行
金融機関による不動産担保付債権買取会社設立骨
子案を発表．

３０ 大蔵省
「金融行政の当面の運用方針の実施状況について」
を発表（都銀・長信銀・信託の６ヵ月以上延滞債
権は９月末で１２兆３０００億円程度等）．

１１ 大蔵省
「証券会社の認可基準・手続き等について」の通
達を一部改正（累積投資業務の対象に株券を加え
ることを認める）．

１１ 日本電気
管理職６０００人に今冬の一時金の一部現物支給を表
明．

１８ 日本証券業協会
株式公開制度の改善要項を発表（公開価格決定方
法の改善・株式公開時期の平準化等）．

１１ 日本 IBM
米NBC（３大ネットワークの１つ）と放送・コ
ンピュータを融合するマルチメディア事業で提携
を発表．



４４０

年月日 政治・社会・海外情勢 経済政策
１９９２年
１１月

２６ 衆議院予算委員会
東京佐川急便事件解明に関し竹下登元首相を
証人喚問．渡辺広康元東京佐川急便社長は東
京拘置所で出張尋問（１１月２７日東京地検，金
丸信の臨床尋問）．

１２月 １１ 宮澤喜一改造内閣
成立（林義郎蔵相，船田元経済企画庁長官，
森喜朗通産相．渡辺美智雄副総理．梶山静六
自民党幹事長）．

１ 労働省
１０月の有効求人倍率は０．９６（４年５ヵ月ぶり
に１倍を割る）と発表．

１８ 政府
現行の中期防衛力整備計画（９１～９５年度）を
５８００億円減額決定．

１０ ９２年度第１次補正予算
成立．

２４ 田辺誠社会党委員長
辞意表明．

１２ 宮澤喜一首相
コメ関税化受入れの方向を表明．

２０ 政府
９３年度の経済見通しと経済運営の基本的態
度 名目４．９％ 実質３．３％．

２６ 政府
９３年度予算概算を閣議決定（一般会計７２兆
３５４８億円（０．２％増），財投計画４５兆７７０６億円
（１２．２％増））．

２６ 政府
９３年度行革大綱を閣議決定．

１９９３年
（平成５年）
１月

１ 欧州共同体（EC）統合市場
発足．世界最大の単一市場に．

８ 通産省
９３年度米国向け乗用車輸出の自主規制枠を
１６５万台に据置きを決定．

１ ASEAN
「ASEAN自由貿易圏（AFTA）」実現の具体
策として，共通効果特恵関税（CEPT）を導
入（０８年までの１５年間で域内関税を５％以下
に引き下げ）．

１２ 政府
「９３年度税制改正要綱」を閣議決定（企業関
係租税特別措置の整理合理化，居住者用財産
の買替え特例の条件付き復活等）．

６ 山花貞夫社会党書記長
委員長に決定（無投票）（１月１９日臨時党大
会，承認．書記長に赤松広隆（４４歳）選出）．

１３ 経済企画庁
月例報告で従来の「減速感」にかえて「低迷」
の表現を使う．

１３ 米英仏３国
国連決議を無視するイラクに対し南部ミサイ
ル基地を空爆．１月１７日 米軍，バグダッド
近郊核施設へ巡航ミサイル４０発発射．１月１８
日 ３カ国空軍，第３次攻撃．

２２ 大蔵省
９２年貿易黒字は１０７０億ドルと，初の１０００億ド
ル突破を公表．

２０ ビル・クリントン
第４２代米大統領に就任．１２年ぶりの民主党政
権．

２２ 第１２６通常国会
召集（６月１８日閉会）．

２２ 米国連邦準備制度理事会
外銀の進出等に関し新基準決定（９１年に成立
した外銀監督強化法「FBSEA」に関する最
終規則を決定し即日実施）．

２月 ４ ドイツ
公定歩合引き下げ（８．２５％→８％）．

４ 日本銀行
公定歩合引き下げ ３．２５％→２．５％．

１７ 衆議院予算委員会
佐川急便事件解明のため竹下登元首相・小沢
一郎元自民党幹事長を証人喚問．

１２ 林義郎蔵相，ベンツェン米財務長官
日米蔵相会談（ワシントン）．日本の景気低
迷と貿易黒字の拡大，内需拡大と黒字減ら
し，ウルグアイ・ラウンド（ガットの新多角
的貿易交渉）を議論．



４４１経済年表

金融・証券，不動産・建築 産業

２ 金融制度調査会・ディスクロージャーに関する作
業部会
「金融機関の資産の健全性に関する情報開示につ
いて」と題する中間報告を公表（不良債権の開示
基準）．

４ 大蔵省
第一生命保険の予定利率・予定事業比率引き下げ
申請を認可（戦後初の生命保険料引き上げ）．

７ 証券取引等監視委員会
日本ユニシス株の相場操縦で帝新不動グループ
（新谷誠代表）など強制調査．

１７ 大蔵省
「金融制度改革実施の概要について」を発表（金
融制度改革法の政省令案骨子）．

１８ 住宅宅地審議会
「当面の住宅対策について」建議（中堅層を対象
とした良質な賃貸住宅の供給）．

２５ 大都市圏整備局長
「工業等制限制度に係る事務手続の簡素・平明化
について」関係都府県知事あて．

２５ 大蔵省
９３年６月から郵便貯金を市場金利と連動させるこ
とで郵政省と合意．

１１ 第一勧業銀行，城南信用金庫
ATMの相互入金サービスを開始（入金の異種提
携は初）．

７ パイオニア
管理職３５人に業界異例の指名退職を勧告と発表．

２７ 共同債権買取機構
「株式会社・共同債権買取機構」設立．１６２社が出
資，不良債権の処理方針の早期確定，計画的処理
が目的．

２６ 米自動車製造大手３社
日本製輸入乗用車すべてを対象にダンピング提訴
を発表．２月９日提訴見送りを声明．

２９ 王子製紙，神崎製紙
合併合意．

３ 大蔵省寺村銀行局長，農林水産省真鍋経済局長
住専問題に関する「覚書」が交わされる．

２０ 昭和シェル石油
ドル先物取引で累積残高１２５０億円の含み損を発
表．

８ 大蔵省
GLOBEX（シカゴマーカインタイル取引所・ロ
イター社・シカゴ商品取引所共同開発のコン
ピュータ利用先物取引システム）端末を利用した
海外金融先物市場における取引を認可．

２３ 日産自動車
主力座間工場での乗用車生産中止（９５年春を目
途），従業員５０００人削減など大規模なリストラ計
画を発表．



４４２

年月日 政治・社会・海外情勢 経済政策
１９９３年
２月

２５ 金泳三
韓国大統領に就任．

２６ 宮澤喜一首相，コールドイツ首相
会談（ロシア支援，「日独対話フォーラム」発
足などで合意）．

２７ G７先進７ヵ国蔵相・中央銀行総裁会議
日本に内需拡大策を要請．

３月 ６ 東京地検
金丸信元自民党副総裁を所得税法違反の容疑
で逮捕（３月１３日起訴）．

１ 日本銀行
臨時金利調整法に基づく預貯金金利の最高限
度を引き下げ（３．２５％→２．５％）．

１５ 中国第８期全国人民代表大会
開催（～３月３１日）．３月２７日国家主席に江
沢民を選出．３月２８日李鵬首相再任．江沢
民，李鵬体制発足．３月２９日憲法修正案を採
択（社会主義市場経済への転換を明記）．

３１ ９３年度予算
成立．

１６ タイ
タイのチュアン首相，バンコクに開設するオ
フショア市場「バンコク・インターナショナ
ル・バンキング・ファシリティ」（BIBF）の
業務免許を内外の４６行に交付．

１８ ドイツ
公定歩合引き下げ（８％→７．５％）．

２１ フランス
総選挙．３月２８日第２回投票（保守・中道連
合４５８議席を獲得，社会党６６議席で歴史的敗
北）．３月３０日バラデュール内閣成立（保革
共存政権）．

３１ 自民党
衆議院定数５００の単純小選挙区制導入を柱と
する政治改革関連４法案を党議決定，衆議院
に提出（４月８日社会党・公明党，小選挙区
比例代表制併用導入を柱とする改革６法案を
共同提出）．



４４３経済年表

金融・証券，不動産・建築 産業
８ 大蔵省
「金融機関の融資対応についての所見」を発表（円
建永久劣後債などの発行認可）．

９ 大蔵省
７証券会社に対し，株式累積投資業務を認可（各
証券会社では株式累積投資商品の募集を２月１０日
より開始）．

１９ 大蔵省
「貯蓄預貯金の商品設計の自由化について」を発
表（最低預入残高制限の緩和，スイングサービス
の取扱い開始）．

２３ 東京外国為替市場
円相場，１ドル１１６円３０銭の同市場での最高値を
記録．

２６ 大蔵省
大蔵省の主導で，母体行による日本住宅金融の再
建策まとめる．

１ 証券各社
長期保有型株式投資信託（ロングライフ・ファン
ド〈LLF〉）の募集を開始．

１ 短資会社
無担保コールおよび手形売買の先日付取引を拡
充．先日付取引期間に１・２・３週間ものを新
設．

３ 大蔵省
「金融制度改革法」関連の政省令を公布（銀行等
の付随業務に信託業務の代理を追加）．

８ 公正取引委員会
全国銀行公正取引協議会の「銀行業における表示
に関する公正競争規約」を認定（３月３１日付けで
「広告に関する留意事項」が廃止になるのに伴う
措置）．

２２ 全銀システム
決済方式，翌営業日決済から同日決済へ移行．

２２ 短資会社
インターバンク市場取引の取扱い時間を延長．
コール，手形売買取引の取扱時間を「為決時点」
まで延長可．

２２ 富士銀行
安田信託銀行との提携により貸出債権の小口化販
売業務を開始（信託方式による債権流動化の第１
号）．

２４ 大蔵省
「金融機関による第６５条第２項第２号から４号ま
でに掲げる取引に関する証券業務に係る認可事務
等について」の通達を発出（新たに金融機関が行
うこととなった短期有価証券，資産金融型有価証
券にかかる証券業務全般についての認可申請手続
きを規定）．

２６ 大蔵省
「証券会社の免許及び認可基準・手続きなどにつ
いて」の通達を発出（金融制度改革法施行による
銀行の証券子会社設立などに対応し，証券会社の
免許基準を明示）．



４４４

年月日 政治・社会・海外情勢 経済政策
１９９３年
３月

４月 ３ クリントン米大統領
就任後初めてエリツィンロシア大統領と首脳
会談（バンクーバー）．クリントン米大統領，
ロシア民主化に積極的姿勢を表明，１６億ドル
の２国間援助策を提示．４月４日G７（東京）
による対ロシア支援など，協調拡大の共同宣
言発表．

１３ 政府
新総合経済対策決定総額１３兆２０００億円 ①公
共事業等の施行推進②公共投資等の拡大③社
会資本整備の新たな展開④住宅投資の推進⑤
民間設備投資の推進⑥中小企業対策等⑦雇用
対策⑧税制上の措置⑨規制緩和⑩輸入の促進
等⑪金融システムの安定性の確保⑫安定的で
活力のある証券市場の確立⑬金融政策の機動
的運営．

６ 渡辺美智雄副総理・外相
病気辞任．武藤嘉文（渡辺派）．４月８日後
藤田正晴法相，副総理に就任．

１４ 内国為替運営機構
全銀システムにおける仕向超過額管理制度の
改定を決定．仕向超過額管理のための限度額
及び警告額の設定方式等，９４年１月１７日から
実施．

１４ G７先進７ヵ国蔵相・外相会議
開催（～４月１５日，東京）（４月１５日フョー
ドロフロシア副首相，コーズィレフロシア外
相を交え会合．総額４３４億ドルの対ロシア経
済改革支援を決定）．

１５ 労働省
経営悪化に伴い９４年新卒者の採用内定取消し
を行った１００社の社名を発表．

１７ 政治改革推進協議会（民間政治臨調，亀井正
夫会長）
衆議院選挙制度改革案（小選挙区３００，比例
区２００議席の連用制）と政治浄化特別措置法
（連座制強化）の提言を発表．

１６ 宮澤喜一首相，クリントン米大統領
初会談（ワシントン）（日米経済協議機関新
設（貿易不均衡や構造問題を分野別テーマを
含め協議）で合意）．

２２ ドイツ
公定歩合引き下げ（７．５％→７．２５％）．

２５ ロシア
国民投票でエリツィン大統領信任（５８．０５％）．
４月２９日 大統領，新憲法草案正式発表（大
統領権限を大幅に強化）６月初めまでに制憲
会議の開催，新憲法案の作成を提案．



４４５経済年表

金融・証券，不動産・建築 産業
２６ 大蔵省

社債発行基準弾力化（４月１日起債銘柄から実施，
無担保社債（普通社債及び新株引受権付き社債）
の適債基準緩和など）．

２６ 大蔵省
母体行による日本住宅金融の再建策をまとめる．

２６ 国土庁
地価公示，３大都市圏住宅地平均１４．５％下落（初
の２年連続下落）．

２９ 全国銀行業協会連合会
「ディスクロージャー制度における統一開示基準
の見直しについて」を決定．「破綻先債権額」，「延
滞債権額」等を新規開示項目化．会長 若井恒
雄 三菱銀行頭取．

３０ 証券取引審議会
「大口取引に係る株式委託手数料の自由化につい
て」と題する報告書を答申（自由化の対象とする
大口取引の水準（１０億円超），実施時期（１年後
を目途）など）．

３１ 都長銀，信託銀行など
自己資本比率８％のBIS 基準達成．

３１ 全国銀行業協会連合会
「広告に関する留意事項」を廃止．

３１ 大蔵省
「金融機関の海外現地法人の証券引受業務につい
て」の事務連絡を発出（金融機関の海外現地法人
の証券取引業務に関する当面の取扱いおよび留意
事項）．

１ 羽後，秋田あけぼの両行
合併し，北都銀行発足．

１５ トヨタ自動車
米GM車の輸入販売開始決定．９５年以降小型「J
カー」年間２万台で合意（右ハンドル車）．

１ 金融制度及び証券取引制度の改革のための関係法
律の整備に関する法律
施行（いわゆる金融制度改革法．銀行・証券・信
託の３業界で子会社による相互参入が可能に）．

２２ 米イリノイ大学のマーク・アンドリーセンら
インターネット・ブラウザ，Mosaic の正式版を
リリース．

１ 公正取引委員会
「金融制度改革法の施行に伴う公正取引委員会の
対応について」を発表（銀行・証券などの相互参
入に伴う不公正な取引方法を取りまとめ）．

１ 銀行法・証券取引法
改正（銀行・証券・信託の３業界で子会社による
相互参入が可能に）．

６ 信託銀行
貸付信託等の予想配当率の決定方式を長期金利連
動型から，短期金利等も踏まえた決定方式に変
更．

６ 資産価格変動のメカニズムとその経済効果に関す
る研究会（大蔵省財政金融研究所主催）
８０年代後半における資産価格の上昇とその後の下
落要因，影響等についての報告書を公表（館龍一
郎東大名誉教授ら９人の経済学者，エコノミスト
による）．



４４６

年月日 政治・社会・海外情勢 経済政策
１９９３年
４月

２９ チャンピ伊内閣
発足．７党による超党派連立．左翼民主党
（旧共産党）３人入閣．

２９ G７先進７ヵ国蔵相・中央銀行総裁会議
ワシントンにて開催．為替相場安定とインフ
レなき成長促進のための政策協調をうたった
共同声明を採択．

５月 １２ 宮澤喜一首相
国連カンボジア暫定統治機構（UNTAC）へ
１００万ドルの緊急移出を表明．

６ 大蔵省
９２年度経常黒字，最高の１２６０億ドル．

１８ デンマーク
欧州連合条約（マーストリヒト条約）の賛否
を問う国民投票を行い，批准を承認（５６％）．

１１ 産業構造審議会
米国・ECなど１０大貿易相手国・地域を対象
にした９３年度不公正貿易政策報告書を発表．
米国のスーパー３０１条適用にガットへ提訴で
対抗も明記．

２４ 成田空港問題シンポジウム
開催（座長隅谷三喜男）最終回．国側と反対
同盟元熱田派，学識経験者による最終調停を
大筋で受諾．６月１６日空港公団，強制収用申
請を取下げ．

６月 ２ OECD閣僚理事会
開幕．米国のベンツェン財務長官は日本の対
外黒字が世界経済の成長を妨げていると批
判．森通産相は米国の管理貿易的通商政策を
批判．

４ 通商産業省，中小企業庁
返済資金緊急特別貸付制度を創設．中小企業
の債務返済負担の軽減措置として．

１８ 衆議院本会議
１７日社会，公明，民社党が提出した宮澤喜一
内閣不信任決議案が可決（賛成２５５，反対２２０，
欠席２１．自民党羽田派３４，他派閥５が賛成
（与党の賛成投票は戦後初））．同日，宮澤喜
一首相，衆議院を解散（衆議院解散により６１
法案（環境基本法など）が廃案）．

８ ９３年度第１次補正予算
成立．

２１ 新党さきがけ
結成（代表に武村正義，自民党離党の１０人）．

１０ 船田経済企画庁長官
月例経済報告閣僚会議で「景気はおおむね底
入れした」との見解を発表．１１月の月例報告
では「回復」という言葉が消え，「底入れ」宣
言は幻に．

２３ 新生党
結成（前自民党議員４４人，党首に羽田孜，幹
事長に小沢一郎）．抜本的政治改革の実現な
ど５項目の基本綱領を発表（自民党分裂，政
界再編へ始動）．

１１ 外国為替等審議会
「国際金融・資本市場の変化と国際金融上の
諸問題－国際金融取引の新たな展開とそのリ
スクへの対応」と題する報告書を公表．



４４７経済年表

金融・証券，不動産・建築 産業
９ 大蔵省
証券投資信託の委託会社の行為準則に関する省令
及び証券投資信託法施行規則の一部を改正公布．
５月６日施行，免許運用基準を緩和．

１３ 全国銀行業協会連合会
「１万円札の偽造券の発生について」を通達．両
替機の管理等に注意を喚起．

１５ 日本損害保険協会，生命保険協会
不良債権のディスクロージャーを決定（破綻先債
権額，延滞債権額を９３年３月期から開示／４月１５
日～１６日．日本損害保険協会会長松方康（三井海
上火災保険社長））．

２１ 東京外国為替市場
円相場，１ドル１０９円９０銭（戦後最高値）．

３０ BIS
マーケット・リスク等に係る自己資本規制に関す
る提案を公表（ネッティング，マーケット・リス
クの取扱い等）．

１２ 協同組織金融機関の優先出資に関する法律
公布（普通出資を補完するため優先出資の制度を
設置）．

１５ 日本プロサッカーリーグ（Jリーグ）
開幕（１０チーム）．

１３ 東京証券取引所証券政策委員会（長岡実理事長）
「証券市場の機能強化について－今次株式ブーム
とスランプからの教訓」と題する報告書を公表．

２０ 大蔵省
９３・９４年度の金融機関店舗設置に関し通達を発
出．地域金融機関店舗の設置数規制を原則撤廃
等．

２１ 証券取引等監視委員会
日本ユニシス株の株価操作事件で帝新不動の新谷
誠社長と住友不動産ファイナンスの木村弘・元代
表取締役専務を東京地検特捜部に告発．

２７ 都銀各行
初めて不良債権額を公表．総額８兆４５５３億円．

１ 特定債券等に係る事業の規制に関する法律
施行（リース・クレジット債権の流動化を規制）．

１ MMFの最低預入金額引き下げ（１００万円→５０万
円）．

４ 公社債引受協会
「普通社債流通市場の改善に向けて」と題する報
告書を公表．

８ 日本銀行
臨時金利調整法に基づく預貯金金利の最高限度の
定めおよび預金細目金利にかかるガイドラインの
変更を決定（定期性預金金利の完全自由化，定期
積み金以外の期間の定めのある預金に関する規定
の削除など）．６月２１日実施．



４４８

年月日 政治・社会・海外情勢 経済政策
１９９３年
６月

２６ クリントン米大統領
イラクの情報機関本部（バグダッド）を巡航
ミサイル・トマホーク２３発で攻撃を発表（４
月の前大統領ブッシュ暗殺計画に対する報
復）．

２８ 日米包括経済協議準備会合
日本の分野別市場開放問題で「数値目標」を
めぐり対立，閉会．

７月 １ ドイツ
公定歩合引き下げ（７．２５％→６．７５％）．

７ 日・米・欧・加の４極閣僚会議
開催（東京）（ガット・ウルグアイ・ラウン
ドの市場アクセス分野で医薬品などの関税撤
廃と関税率１５％以上の品目の関税率削減等で
合意）．

７ 第１９回主要先進国首脳会議（東京サミット）
開催（～７月９日，東京）（７月９日経済宣
言採択．成長と雇用創出を強調，ロシア支
援，ウルグアイ・ラウンド年内決着，日本に
は黒字の大幅削減を厳しく明記）．

１０ 宮澤喜一首相，クリントン米大統領
新日米経済協議の枠組みづくりで合意．

９ G７＋１会談
開催（東京）（民営化・再編支援計画の創設
など対ロシア経済改革支援を再確認）．

２７ 経済企画庁
『経済白書』，バブルを招いた経済政策の誤り
を政府の責任と公式に認める．

１２ 北海道南西沖地震
発生（北海道と東北地方北部を中心に大規模
地震，奥尻島では死者１５３名等の大被害）．

２９ 金融の自由化・国際化研究会（経済企画庁主
催）
「金融自由化と金融システムの安定性につい
て」と題する報告書を公表．

１８ 第４０回総選挙
自民２３３，社会７０，新生５５，公明５１，日本新
３５，共産１５，民社１５，さきがけ１３．３新党躍
進．自社両党主導の「５５年体制」崩壊．投票
率６７．２６％（史上最低）．

２９ 連立内閣樹立に関する合意事項として規制緩
和の推進が盛り込まれる．

２２ 宮澤喜一首相
自民党両院議員総会にて，党分裂・総選挙結
果の責任をとり退陣を表明．

２３ 細川護熙日本新党代表，武村正義新党さきが
け代表
政治改革政権を樹立し，今年中に小選挙区比
例代表並立制（各２５０人）を基本とした政治
改革法案を成立させるとの基本政策を発表．

２３ 英下院
政府提出のメージャー政権信任案を賛成３３９，
反対２９９で可決．８月２日政府，欧州連合条
約批准．



４４９経済年表

金融・証券，不動産・建築 産業
１４ 国土審議会

四全総総合的点検中間報告を公表．

１４ 大蔵省
「預金の商品性およびその取扱いについて」の一
部改正を通達（中長期預金および変動金利預金の
導入を１０月１８日から認可）．

１４ 商法等の一部を改正する法律
公布（１０月１日施行，株主代表訴訟手数料の引き
下げ，社債発行限度規制の廃止，監査役の任期延
長および社外監査役制度の新設等）．

１８ 住宅宅地審議会
「国民が豊かさとゆとりを実感できる良好なまち
づくりと宅地供給を緊急に促進する方策につい
て」建議．３大都市圏での宅地供給を促進する緊
急対策．

２３ 大蔵省
厚生年金基金の運用で投資顧問会社の最低契約額
引き下げなどの規制緩和発表．

２４ 預金保険機構
釜石信金から営業譲渡を受ける岩手銀行に対する
資金援助を決定．

３０ 大蔵省
「コマーシャル・ペーパー等の取扱いについて」の
通達を一部改正．ノンバンクのCP発行を解禁．

１２ 大蔵省
「非居住者ユーロ円債および居住者外債の発行
ルールの自由化・弾力化について」を発表，即日
実施（非居住者ユーロ円債の適債基準撤廃等）．

１ にっかつ
東京地裁に会社更正法の適用を申請し，事実上倒
産．負債１４５億円．

１２ 大蔵省
「投資顧問業者の業務運営について」の通達を一
部改正（厚生年金基金および同連合会の資産運用
にかかる最小契約資産額に関する規制を削除）．

１６ 横浜ランドマークタワー開業（「みなとみらい２１」
地区）．高さ２９６m（日本最高ビル）．

２６ 興銀，長銀，農中
金融機関の証券子会社３社営業開始．同年，１０月
には住友信託銀行，三菱信託銀行，９４年７月には
安田信託銀行に免許交付．

２０ 資生堂の販売会社２社
大幅安売りを始めた化粧品小売会社河内屋に取引
契約解除を通告．７月２７日河内屋，同２社及び鐘
紡の販売会社２社を独占禁止法違反で公正取引委
員会に申立て．

２７ 預金保険機構
大阪府民信組を救済合併する大坂弘容信組に資金
援助を決定．



４５０

年月日 政治・社会・海外情勢 経済政策
１９９３年
７月

２９ 非自民・非共産の８党派党首
会談（細川護熙日本新党代表を首相候補に推
すことで合意）．山花貞夫（社会・委員長），
羽田孜（新生・党首），石田幸四郎（公明・
委員長），細川護熙（日本新・代表），大内啓
伍（民社・委員長），武村正義（さきがけ・
代表），江田五月（社民連・代表），星川保松
（参院・民主改革連合・代表）．

３０ 河野洋平官房長官
自民党両院議員総会で１６代総裁に選出（河野
洋平２０８，渡辺美智雄１５９）（８月２日党総務
会，幹事長に森喜朗，総務会長に木部佳昭，
政調会長に橋本龍太郎を決定）．

８月 ２ イギリス
欧州連合条約（マーストリヒト条約）を批准．

１３ 政府
９４年度の概算要求について閣議了解（経常部
門－１０％，投資部門＋５％．ほか社会資本整
備特別法による事業１３０００億円，NTT事業償
還時補助分２９００億円）．

４ 米国連邦準備制度理事会
銀行保有の有価証券に時価評価導入を決定
（新会計基準を９４年度から導入）．

１９ 経済情勢臨時懇談会
「緊急経済対策閣僚会議」の設置を決定．細
川護煕首相や羽田孜副総理・外相，藤井裕久
蔵相，熊谷弘通産相ら関係８閣僚による．

５ 第１２７特別国会
召集（８月２８日閉会）．

１９ 政府
ニューヨーク市場で円売り・ドル買い日米協
調介入．

５ 宮澤喜一内閣
総辞職．

６ 衆議院本会議
議長に土井たか子元社会党委員長を選出（憲
政史上初の女性議長）．

９ 細川護熙内閣
成立（藤井裕久蔵相，久保田真苗経企庁長官，
熊谷弘通産相，羽田孜副総理・外相，武村正
義官房長官．非自民・共産８党派連立．山花
貞夫社会党委員長ら６党首入閣．）．

９ ドイツ
公定歩合引き下げ（６．７５％→６．２５％）．

１６ ロンドン・ニューヨーク外国為替市場
円相場，１ドル１００円台に突入．

２３ 細川護熙首相
衆参両院の本会議で所信表明演説．

３０ 気象庁
５４年以来の冷夏と発表．

９月 ８ イスラエル・パレスチナ解放機構（PLO）代
表
パリ秘密会議（ノルウェー仲介）．９月９日
合意．双方，相互承認を決定・発表（PLO
アラファト議長，テロ行為放棄に署名）．９
月１３日イスラエルラビン首相・PLOアラ
ファト議長，パレスチナ暫定自治（ガザ・エ
リコ地区）の原則に関する基本協定に調印（ワ
シントンにて）．両首脳，歴史的な握手．

１ 大蔵省
資金運用部資金による債権買い切りオペレー
ション．

１７ 第１２８臨時国会
召集（１２月１５日閉会）．

１６ 政府
景気テコ入れのため緊急経済対策を決定（宅
地開発など９４項目の規制緩和と円高差益還元
（ガス・電気料）．社会資本整備，住宅融資拡
大など総額６兆２０００億円）．



４５１経済年表

金融・証券，不動産・建築 産業

５ 阪和銀行・小山友三郎・副頭取
射殺される．

５ タイトー
東京証券取引所に上場．史上最高９３０万円（額面
５万円）．

１１ 大蔵省
４大証券と東京銀行に信託銀行子会社設立の内認
可（１０月１日営業開始）．

１８ リコー
複写済み用紙を再利用（コピー部分を消去）する
リサイクル機の開発を発表．

１３ 大和銀行
コスモ証券の救済買収を発表（コスモ，違法な飛
ばしによる賠償で７００億円の損失）．

２６ レインボーブリッジ開通式（東京湾臨海部，東日
本最長の吊り橋）．

１７ 東京外国為替市場
円高，１ドル１００円４０銭（戦後最高値更新）．

３０ 国鉄清算事業団
JR 東日本株の一般向け売出し価格を３８万円に決
定．９月１６日申込み状況発表．１０４９万件．

１８ 国税庁
全国の国税局・税務署で路線価（１月１日 現在，
標準宅地）を発表．平均１８．１％の大幅下落（東京
２０．６％，大阪２３．９％，地方は５．８％）．

１ 国土庁
土地基本調査を実施．

６ コスモ証券
コスモ証券破綻，大和銀行が子会社化．



４５２

年月日 政治・社会・海外情勢 経済政策
１９９３年
９月

１７ 政府
衆議院の小選挙区比例代表並立制（各２５０議
席）導入，個人あて企業献金禁止，政党への
公的助成（４１５億円）を柱とする政治改革関
連４法案を決定．

１６ 経済改革研究会（平岩外四委員長（経団連会
長））
発足，初会合．

２１ エリツィンロシア大統領
大統領令により最高会議と人民代議員大会の
活動停止，新連邦会議の選挙実施（１２月１１日）
を発表．９月２２日 最高会議，エリツィン大
統領を解任，ルツコイ大統領代行選出（大統
領と議会全面対決）．９月２８日 内務省，最
高会議ビルを立ち入り禁止・封鎖．

２１ 日本銀行
公定歩合引き下げ（２．５％→１．７５％）．

２５ 社会党大会
非自民政権樹立の意義を了承．政治改革関連
４法案の年内成立をめざす方針を採択（質疑
で異論続出）．委員長に村山富市，書記長に
久保亘を選出．

２７ 細川護熙首相，クリントン米大統領
日米首脳会談（ワシントン）．日米新経済協
議を推進していくことで一致．ウルグアイ・
ラウンド（ガットの新多角的貿易交渉）も年
内合意に向け，双方が努力することを確認．

３０ インド南西部大地震
死者１万６０００人．

３０ 政府冷害対策閣僚懇談会
８項目の対策決定（コメの緊急輸入（年内，
加工米２０万 t），天災融資法発動による融
資・税減免の措置など）．

１０月 ３ ロシア
モスクワで大規模な軍民衝突．保守系市民１
万人デモ．封鎖中の最高会議ビル構内に突
入．市庁舎・テレビ局を襲撃．政府軍と市街
戦状態．エリツィン大統領，市内に非常事態
を宣言．１０月４日政府軍，最高会議ビルに戦
車で総攻撃を開始．抵抗８時間，制圧．内部
の数百人投降．死者１８７人．ルツコイ大統領
代行・ハズブラートフ最高会議議長の身柄拘
束．

１ 改正商法
施行（株主代表訴訟手数料の引き下げ，社債
発行限度規制の廃止，監査役の任期延長およ
び社外監査役制度の新設等）．

１３ ドイツ
欧州連合条約（マーストリヒト条約）に批准．

７ 経済企画庁
「国民所得統計速報（QE）公表形式のGDP
中心への変更について」を公表（９３年７～９
月期QEから，GDP中心の発表形式に変
更）．

２１ ドイツ
公定歩合引き下げ（６．２５％→５．７５％）．

８ 中小企業庁，大蔵省
中小企業金融公庫等に対し「当面の貸付運用
について」の通達を発出．中小企業向け貸出
の一層の円滑化を企図．

２５ 衆議院特別委員会
総選挙期間中に非自民政権樹立を促す報道姿
勢であった旨発言した椿貞良テレビ朝日前報
道局長を証人喚問．

１２ 細川護熙首相，エリツィンロシア大統領
首脳会談（～１０月１３日）（１０月１３日東京宣言・
経済宣言発表．ロシア，旧ソ連の対日条約・
約束を継承（５６年日ソ宣言を含む））．

２９ EC臨時首脳会議
９４年１月に発足する欧州通貨機構を独フラン
クフルトに置くことを決定．

２７ 臨時行政改革推進審議会（第３次行革審 鈴
木永二会長）
最終答申（今後の行政の柱に地方分権と規制
緩和を据え，政府に分権の大綱，規制緩和の
行動プランの策定を求める．公的金融の民業
圧迫・郵貯肥大化懸念）．



４５３経済年表

金融・証券，不動産・建築 産業
６ 大和銀行
コスモ証券の第三者割当増資による発行新株につ
き払込みを実行．

１０ 銀行等の年末休日に係る関係政令改正令
公布施行（９４年より１２月３１日が休日になる）．

２５ 大阪湾臨海地域及び関連整備地域の整備等に関す
る基本方針
告示（環境庁・国土庁・通商産業省・運輸省・郵
政省・建設省・自治省告示第２号）．

１ 信託銀行子会社〈東京，野村，日興，山一，大和
インターナショナル各信託銀行〉，地域金融機関
の信託業務兼営〈常陽，八十二，静岡各銀行〉
金融制度改革に伴う，信託業務参入．それぞれ営
業開始．

５ 松下電器産業
中国有力AV機器メーカー１０社共同体と５０％出
資（１００億円）で合弁会社設立（大連）．９４年度に
１５０万台のVTR一貫生産に合意．

１ 釜石信用金庫
岩手県下６金融機関に全事業を譲渡の上，解散．
本件事業譲渡に関し，預金保険機構は岩手銀行に
対し資金援助〈２６０億円の贈与〉を実行．及川晋
理事長．

１ 株式会社共同債券買取機構
９３年度上期の不動産担保付債権の買取実績等を発
表（買取対象債権５１０件，元本１兆１８４１億円，買
取価格６０２９億円）．

１ シンガポール国際金融取引所（SIMEX）
日本国債先物取引を開始（日本国債標準物（償還
期限１０年，利率６％））．

８ 日本経済新聞社
新たな株価指数として，「日経株価指数３００（日経
３００）」を導入．東証一部上場代表３００銘柄を時価
総額で加重平均して指数化．

１３ 銀行の系列投資顧問会社
証券投資信託委託会社を設立．さくら，富士，三
和，エス・ビー・アイ・エム，農中各投信株式会
社が営業開始．

１８ 民間金融機関
変動金利預金および中長期預金の取扱いを開始．
期間３年までの変動金利預金，期間４年までの固
定金利預金〈中長期預金〉．

１８ 日本銀行
臨時金利調整法に基づく金融機関の預貯金金利の
最高限度を引き下げ（ガイドライン変更，定期積
金２．２８％→２．０４％）．

１９ 東京証券取引所，大阪証券取引所
大口取引（約定代金１０億円超）にかかる株式委託
手数料の自由化を決定．



４５４

年月日 政治・社会・海外情勢 経済政策
１９９３年
１０月

１１月 １ 欧州共同体（EC）マーストリヒト条約（欧
州連合条約）
発効．

８ 経済改革研究会（平岩外四座長（経団連会長））
規制緩和の中間答申を提出．

８ ロンドン条約（廃棄物投棄による海洋汚染防
止条約）改正締約国会議
開始．ロシアの放射性廃棄物投棄を批判．日
本，従来の立場を変更，低レベルを含め全面
禁止支持を表明．１１月１２日 核海洋投棄全面
禁止の改正案を採択．

９ 経済企画庁
景気「底入れ宣言」を撤回．

１１ 中国共産党第１４期中央委員会第３回全体会議
「社会市場経済体制確立のための若干の問題
に関する決定」を採択．国有企業への株式制
の導入など１０項５０条．（～１１月１４日）

１２ 環境基本法
成立．

１６ 衆議院政治改革調査特別委員会（石井一委員
長）
小選挙区比例代表並立制導入を柱とする政治
改革関連法案を可決（１１月１８日本会議，自民
党案を否決，政府案を可決（２７０票対２２６票，
棄権１０）．９４年１月２０日参議院政治改革特別
委員会，質疑打切り，政治改革関連法案修正
政府案を可決．１月２１日参議院本会議，政治
改革関連４法案を賛成１１８・反対１３０で否
決．１月２６日衆参両院協議会，初会合．１月
２７日両院協議会，与党妥協案・自民党対案調
整つかず決裂．１月２８日土井たか子衆議院議
長の提案を受け，細川護熙首相・河野洋平自
民党総裁トップ会談．妥協案で合意）．

１９ 公正取引委員会
紳士服の不当値引表示販売で青山商事，アオ
キインターナショナル，コナカ，大三紳士服
の小売業大手４社に排除命令．

１７ 米下院
北米自由貿易協定（NAFTA）を承認．米・
カナダ・メキシコ３国が，段階的に関税を撤
廃するなどECに匹敵する自由貿易圏を目指
す．

１９ 政府税制調査会（加藤寛会長（慶応大教授））
世代を通じた税負担で高齢化社会を支える基
本方針を示し，所得減税と消費税率の引き上
げを軸とする答申を提出．

１９ 第５回アジア太平洋経済協力会議（APEC）
閣僚会議
従来の話し合い機構から環太平洋地域での貿
易・投資拡大を目指す機構に格上げすること
で合意，共同声明発表．ウルグアイ・ラウン
ドの妥結に向け緊急行動を行う特別宣言を採
択．１１月２０日 APEC首脳会議（１４ヵ国・
地域），貿易の自由化を促進する「ビジョン
（展望）声明」を発表．「緩やかな」経済共同
体の成立，ウルグアイ・ラウンド妥結に最大
限努力などを宣言．

２７ 行政改革審議会
地方分権と規制緩和を柱にした最終答申．

１２月 １２ ロシア新議会選挙・新憲法案の是非を問う国
民投票で「ロシアの選択」など改革派，議席
の３分の１で不振．極右・保守派躍進．新憲
法案は採択，１２月２４日発効．

７ 武村正義官房長官
ウルグアイ・ラウンド市場参入グループ議長
ドゥニ調整案骨子を発表（１２月１４日政府，
ドゥニ調整案を含むウルグアイ・ラウンドの
受入れを未明に閣議決定）．

１５ 衆議院予算委員会
細川護熙首相の佐川清元佐川急便グループ会
長からの１億円の借入れについて質疑．

７ 細川護熙首相
コメ部分開放につき各党に協力要請（１２月１４
日臨時閣議で正式決定）．

１５ 衆議院本会議
国会会期４５日延長を議決．

１５ ９３年度第２次補正予算
成立．



４５５経済年表

金融・証券，不動産・建築 産業
２５ 全国キャッシュサービス（MICS）参加金融機関

８業態
他行CD・ATMにおける１日当りの支払い限度
額を決定．１口座１日当りの支払い限度額は最高
２００万円，９４年４月２５日から実施．

２６ 東京証券取引所
JR 東日本株上場．初値６０万円（公募価格３０万円），
以後下落．

１ 信用組合大阪弘容
大阪府民信用組合を合併．本件合併に関し，預金
保険機構は信用組合大阪弘容に対し資金援助〈１９９
億円の贈与〉を実行．

１ 村本建設
大阪地裁に会社更生法の適用を申請し倒産．負債
５９００億円．マンション，ゴルフ場，リゾート開発
の投資に失敗．

１ 三菱信託銀行と住友信託銀行の子会社
営業開始．社名は三菱信証券，住信証券．

１１ 小野田セメント，秩父セメント
合併発表．シェア，業界トップとなる．

８ 証券会社各社
中国ファンド・MMFのキャッシング（即日換金）
を開始．

８ 国土庁
「短期地価動向」発表（地価下げ止まりの兆し）．

２５ 都市銀行１１行
発表，９３年９月中間決算での不良債権総額９兆
２７２２億円．

２９ 日経平均株価
１万６０７８円（年初来安値）．

８ 東京金融先物取引所
「日本円短期金利先物」，「日本円短期金利先物オ
プション」の上場限月数を拡大．

２４ 三菱化成，三菱油化
合併合意（９４年１０月１日三菱化学として出発）．

２１ 大蔵省
証券市場および証券取引にかかる「手続きの簡素
化，規制の緩和等について」を公表（証券市場の
効率化・合理化による市場活性化を企図）．

２２ 金融問題研究会
「定期性預金の金利自由化の実施状況及び流動性
預金の金利自由化について」と題する報告書を公
表（流動性預金金利の自由化に当り，決済システ
ムの安定性確保に対する配慮の必要性等を指摘）．



４５６

年月日 政治・社会・海外情勢 経済政策
１９９３年
１２月

１５ ガットのウルグアイ・ラウンド貿易交渉委員
会（１１７ヵ国・地域代表参加，ジュネーブ）
サザランド事務局長，最終協定案を提示・採
択．ガットに代わる世界貿易機構（WTO）の
設立，農業・鉱工業品・サービス・知的所有
権など広範な分野で世界貿易の自由化とルー
ル構築が決着（交渉期間７年余）．

１６ 経済改革研究会（平岩外四座長（経団連会長））
最終報告（通称「平岩レポート」）を決定，
細川護熙首相に提出（中長期課題として規制
緩和の実施，公共投資資本計画の見直し，高
齢化社会の福祉ビジョンなど改革のための５
項目の政策と当面の景気対策として減税先行
（税制改革と一体），土地流動化などを提言）．

２２ 内藤正久通産省産業政策局長
大臣官房長時代の棚橋泰文退官時の箔付け人
事問題に端を発した省内混乱の責任を取って
辞任．

１７ 日本銀行
日銀券発行限度（３９兆４０００億円→４２兆円）．

２８ 有効求人倍率
１１月は０．６５倍と，８７年５月以来６年半ぶりの
低水準．

２１ 中央建設業審議会
公共工事入札制度につき指名競争入札を見直
し，一般競争入札を導入する抜本的改革案を
五十嵐建設相に建議．

１９９４年
（平成６年）
１月

１ 北米自由貿易協定（NAFTA）
発効．

６ 政府
緊急雇用対策本部を設置（本部長に細川護熙
首相）．

１ 欧州経済領域（EEA）
発足．EC１２ヵ国とスイス，リヒテンシュタ
インを除くEFTA５ヵ国が参加，EEA協定
を発効．

１７ 政府
「公共事業の入札・契約手続きの改善に関す
る行動計画」を決定．大規模公共事業に一般
競争入札制度を導入．

１ 欧州通貨機構（EMI）
創設．初代総裁ラムファルシー（前BIS 総
支配人），１月１１日第１回理事会を開催．

２１ 政府
行政改革推進本部，設置．

１ 中国
外貨管理制度改革を実施（単一為替レートに
よる管理変動相場制の実施，外貨留保・上納
制度の廃止等）．

２５ 日本銀行
期間１ヵ月未満を対象とする入札式手形買い
オペ実施．

１０ 北大西洋条約機構（NATO）首脳会議
旧東側諸国との新軍事的協力関係の構築を目
指す「平和のためのパートナーシップ」
（PFP）を個別に締結する方針を決定．６月
２２日ロシア調印（協力協定調印２１ヵ国とな
る）．

２６ 東京外国為替市場慣行委員会（日本銀行，都
銀等）
スポット・フォワード取引にかかる国際取り
決め（IFEMA）日本語版を発表．

１７ ロサンゼルス大地震
マグニチュード６．８．死者６０人以上，負傷者
７８００人．被害総額３００億ドル．

２７ 日本銀行
実施期間２ヵ月未満の割引短期国債（TB）・
債権現先オペ開始．

３１ 第１２９通常国会
召集（６月２９日閉会）．

２月 ３ クリントン米大統領
対ベトナム禁輸措置の全面的撤廃を発表（３０
年ぶり）．

３ 細川護熙首相
政府・連立与党首脳会議で６兆円の減税先行
実施，９７年４月に消費税を廃止し「国民福祉
税」を創設，税率７％との裁断を下し，未明
の記者会見で発表（社会党，政権離脱を構え，
政局緊迫）．

４ 政党助成法
公布（９５年１月１日施行）．

４ 連立与党代表者会議
細川護熙首相の国民福祉税導入を中心とする
増減税構想をすべて白紙に戻すことで合意．

４ 米国
FF（フェデラル・ファンド）レートを約５
年ぶりに０．２５％（３％→３．２５％）引き上げ．

８ 政府
総合経済対策を決定 １５兆２０００億円（景気浮
揚のための内需拡大，課題を抱える分野にお
ける重点施策の展開，経済活力の喚起のため
の発展環境の整備，土地の有効利用の促進）．

１８ ドイツ
公定歩合引き下げ（５．７５％→５．２５％）．

１０ 政府
９４年度の経済見通しと経済運営の基本的態度
（閣議了解）名目３．８％ 実質２．４％．



４５７経済年表

金融・証券，不動産・建築 産業
３１ 金融機関

年末休業を実施．

４ 地銀６行（群馬，阿波，百十四，伊予，福岡，西
日本）
信託業務運営を開始（以後複数地銀が追随）．

１７ 日本銀行
全銀システム参加金融機関の為替貸借に関し，仕
向総額と被仕向総額を差額決済するとともに，参
加金融機関の差し入れ担保の基準を警告額により
定める扱いに改正．

１９ 郵政省郵便貯金調査研究会
流動性貯金自由化で提言．

２５ 大蔵省
銀行等の自己資本比率にかかる国際統一基準を一
部改正，告示（国内の地方公共団体向け債権のリ
スク・ウェイトを１０％→０％）．

２６ 建築審議会
答申「高齢社会の到来及び障害者の社会参加の増
進に配慮した優良な建築物のあり方について」提
出．

８ 大蔵省
「金融機関の不良債権問題についての行政上の指
針」を発表（不良債権償却・引当制度の活用，金
利減免債権の流動化，信用秩序の維持等）．

４ 宇宙開発事業団
初の純国産大型ロケットH２，打上げ成功（種子
島宇宙センター）．２衛星，軌道に乗る．開発に
１０年，２７００億円．

９ 大蔵省
「国際金融取引に係る規制緩和について」を発表
（居住者外貨建海外預金の許可不要限度引き上げ，
対内・対外証券投資の届出不要限度引き上げな
ど，外為法上の規制緩和措置とりまとめ）．

１４ 東京証券取引所
株価指数先物取引等にかかる規制改正を実施（相
場急変時における株価指数先物取引等の一時中断
措置の導入等）．

１４ 大阪証券取引所
日経株価指数３００（日経３００）を対象とした先物，
オプションを上場．


